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序章 要旨 
 

１．本事業の目的と概要 
＜目的＞ 

本事業では、「民間企業が保有するＰＯＳ等ビッグデータを活用する新たな調査手法の検証」、「個人消

費の把握を目的としたサービス分野におけるビッグデータを活用した新指標の開発」を行い、「報告者負担

の軽減」、「統計調査業務の効率化」、「公表の早期化」の他、「景気動向把握の向上に資するための把握

内容の詳細化」等の実現可能性の精査に必要な基礎資料を得ること、また、現状の政府における統計調査

の仕組みでは捉えることの出来ない経済活動の動向をタイムリーに把握することを目的とし、民間企業が

保有するビッグデータ等を活用した新たな経済指標の開発とその実効性について調査・研究を実施する。 
 
＜概要＞ 
 本事業は、以下の（１）～（３）の３項目から構成される。 
 
（１）ビッグデータを活用した新指標開発の実施 
ⅰ）ＰＯＳ等ビッグデータ（家計簿アプリ、モバイルＰＯＳレジデータ、行政記録 

情報等を含む）の収集・加工 

ⅱ）ＰＯＳ等ビッグデータを活用した新指標開発 
ⅲ）BigData-STATS ダッシュボードの改善 

①課題設定、事業者の選定 
②アドバイザリーグループの設置・運営 
③再委託事業に対する指導、助言、進捗管理等 

 
（２）ビッグデータ等を活用した新指標・新調査手法開発の可能性に関する検討会議の設置・運営及び 

包括的調査等の実施 
ⅰ）検討会議の設置 
ⅱ）検討会議の運営 
ⅲ）包括的調査等の実施 

 
（３）成果のとりまとめ・普及活動 
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図表 序－２－５：POS データを活用した新たな小売販売額指標（スーパー） 

 
 
② POS データ等の調査票への組替集計の試行 

2020 年 1 月～12 月を対象として POS データを用いた調査票への組替集計（グラフ凡例「TD＋商

品分類」）を行い、商業動態統計統計調査の調査票情報（グラフ凡例「METI＋商品分類」）と比較した。 
 

POS データによる総額と調査票情報の総額をそれぞれ 100%として、商品分類別の金額構成比を

比較した結果は次のとおりであり、2020 年における商品分類毎の金額構成比の差は最大で 0.15%未

満、実数の差は最大で 3%未満であった。なお、実数の総額の差は 0.09%であった。 
 
差異の要因としては、一部の商品において商業動態統計で提示される商品分類のうち複数の分類

に該当しうるものがあり、それらの振り分け方の違いによるものが一因として考えられる。 
 

図表 序－２－６：POS データを用いた組替集計と調査票情報との比較（スーパー：年間） 

TD METI 構成比の差
紳士服・洋品 ー ー ー ー
婦人・子供服・洋品 ー ー ー ー
その他の衣料品 ー ー ー ー
身の回り品 0.00% ー 0.00% ー
飲食料品 95.93% 95.96% 0.03% 0.05%
家具 ー ー ー ー
家庭用電気機械器具 ー ー ー ー
家庭用品 0.14% ー -0.14% ー
その他の商品 3.92% 4.04% 0.11% -2.74%
食堂・喫茶 ー ー ー ー
合計 100.00% 100.00% 0.00% 0.09%

商品別販売額
（スーパー）

金額構成比 実数の差
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POS データによる総額及び商品分類別販売額と、調査票情報の総額及び商品分類別販売額を月ごと

に比較した結果は次のとおりであり、総額で見ると、差が最大の月で 0.3%未満であった。 
 

図表 序－２－７：POS データを用いた組替集計と調査票情報との比較（スーパー：月別） 
総額 

 

商品分類別 
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＜実施結果（ドラッグストア）＞ 
① POS データを活用した新たな小売販売額指標の開発 
商業動態統計と新たな小売販売額指標との相関係数は 0.933 であり、商業動態統計と現行の METI 
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POS 小売販売額指標との相関係数と比べ向上した。なお、2019 年以降新たな小売販売額指標、

METI POS 小売販売額指標ともに、商業動態統計から乖離する傾向が見られた。 
 

図表 序－２－８：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

 

 
② POS データ等の調査票への組替集計の試行 

2020 年 1 月～12 月を対象として POS データを用いた調査票への組替集計（グラフ凡例「TD＋商

品分類」）を行い、商業動態統計統計調査の調査票情報（グラフ凡例「METI＋商品分類」）と比較した。 
 

POS データによる総額と調査票情報の総額をそれぞれ 100%として、商品分類別の金額構成比を

比較した結果は次のとおりであり、2020年における商品分類毎の金額構成比の差はPOSデータに含

まれていない調剤医薬品が 6.42%、その他の商品分類では最大で 1.5%程度、実数の差は調剤医薬

品を除くと最大で 6%程度であった。なお、実数の総額の差は 11.23%であった。 
 
調剤医薬品以外の分類においても、また都道府県別の総額においても、増減の動向は一定程度合

致しており、POS データ等により調査票情報の再現可能性は高いものと思われる。 
 

図表 序－２－９：POS データを用いた組替集計と調査票情報との比較（ドラッグストア：年間） 
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TD METI 構成比の差
調剤医薬品 ー 6.42% 6.42% -100.00%
ＯＴＣ医薬品 15.40% 14.40% -1.00% -5.04%
ヘルスケア用品（衛生用品）・介護・ベビー 13.67% 12.80% -0.88% -5.14%
健康食品 3.07% 2.87% -0.20% -5.08%
ビューティケア（化粧品・小物） 22.34% 20.83% -1.52% -4.76%
トイレタリー 15.13% 14.15% -0.98% -5.08%
家庭用品・日用消耗品・ペット用品 15.78% 14.73% -1.05% -4.90%
食品 12.51% 11.84% -0.67% -6.24%
その他 2.09% 1.96% -0.13% -5.41%
計 100.00% 100.00% 0.00% -11.23%

金額構成比 実数の差商品別販売額
（ドラッグストア）

 

 
 
POS データによる総額及び商品分類別販売額と、調査票情報の総額及び商品分類別販売額を月ごと

に、総額を月ごとに都道府県別に比較した結果は次のとおり。 
 

図表 序－２－１０：POS データを用いた組替集計と調査票情報との比較（ドラッグストア：月別） 
総額 

 



10 
 

商品分類別（POS データに含まれない調剤医薬品は省略） 

 

 
都道府県別 
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＜アドバイザリーグループからのコメント（抜粋）＞ 
 ドラッグストア、スーパーまたはその両方となる可能性もあるが、現在の家電大型専門店の取組と

同様に POS データによる商業動態統計調査の試験調査を検討してもよいのではないか。 
 POS データのみではなく、ID-POS データも活用することが出来ると、客数、客単価の情報が把握

できることとなり、これらは新たな指標開発に活用出来るのではないか。 
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イ．POS データを用いた品目別販売額の推計及び検証（ホームセンター） 
＜概要＞ 
 経済産業省による過去の関連事業において、ホームセンターにおける商品マスタの構築の難しさに

ついて指摘がなされていたことを踏まえ、複数の POS データ保有企業のデータを統合することで可能

な限り網羅性を向上させたうえで POS データを用いた品目別販売額の推計と、当該推計と商業動態

統計調査の丁４調査との整合性の検証を行うことを課題として設定した。 
 
 指数として、商品販売額実数（対象期間：2015 年１月-2020 年９月）である「商品販売額推計指数」、

商品販売額実数を 12 ヶ月前の販売額で除して１を引いた値に 100 を乗じた「前年同期比指数」（対象

期間：2016年１月-2020年９月）、商品販売額実数を 2015年の月次平均販売額で除して１を引いた値

に 100 を乗じた「基準時点指数」（2015 年を基準年とする）（対象期間：2015 年１月-2020 年９月）を算

出し、商業動態統計と比較した。 
 
＜実施結果（商品分類：家庭用品・日用品）＞ 

①商品販売額推計指数に対する差異 
商品販売額推計指数の商業動態統計調査に占める割合の平均値は 58%であった。この違いに

はカテゴリカバレッジが大きく関係していると推察される。特に非消費財である家庭用品がデータに

含まれているかどうかの違いが大きいと考えられる。 
 

図表 序－２－１１：商品販売額推計指数（家庭用品・日用品） 

 

 
②時系列変動 
前年同期比指数における相関係数は 0.944 であり、非常に近しい傾向であるといえる。 
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図表 序－２－１２：前年同期比指数（家庭用品・日用品） 

 
 
ただし、一部の時期において、乖離が見られる。具体的には、消費税率引上げや新型コロナウイ

ルス感染症拡大における緊急事態宣言時（2020 年４月、５月）である。この時期に前年同月比が

POS データの方が大きくなっているのは、カテゴリカバレッジの影響が大きいと推察される。消費財

である日用消耗品は年末や災害時に溜め込み買いをする人たちも多いため、その影響があると推

察される。また、カテゴリカバレッジ以外の要因としては、業態定義の違いも考えられる。SRI データ

のホームセンターの定義には、一部ディスカウントストアが含まれるため、ディスカウントストアにお

ける販売動向が影響している可能性が考えられる。この点については、個票データを用いた同一店

舗での検証が必要と考えられる。 

 

③エリア差 
前年同月比の一月あたりの絶対誤差を用いて、SRI データ既存の 11 エリアによる検証を行った。

異常な値を示すエリアはないが、データ傾向は全国値に比べてばらつきやすい。特に、差の大きい

地域は北陸、北海道、信越などの SRI データのサンプルサイズが小さいエリアであったことから、今

後エリア別での活用を視野に入れる場合、必要に応じてエリアの括りを大きくするなどの対応が必

要と考えられる。 
 

＜実施結果（商品分類：電気）＞ 
①商品販売額推計指数に対する差異 
商品販売額推計指数の商業動態統計調査に占める割合の平均値は 42%であった。GfK データ

は推計でなく、提供店舗のデータの実数であるため、店舗カバレッジの差がこの差につながっている

と推察される。 
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図表 序－２－１３：商品販売額推計指数（電気） 

 

 
②時系列変動 
前年同期比指数における相関係数は0.975であり、非常に近しいものである。消費税率引上げや

新型コロナウイルス感染症拡大における緊急事態宣言時（2020 年４月、５月）においても差が小さく、

商業動態統計調査と近しい変動の数値が得られている。 
 

図表 序－２－１４：前年同期比指数（電気） 

 
 

③エリア差 
前年同月比の一月あたりの絶対誤差を用いて、GfK 社既存の５エリアによる検証を行った。その

結果、「東海・北陸」、「中国・四国・九州」で誤差が低いことが示唆された。 
 
＜実施結果（商品分類：ペット・ペット用品）＞ 
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①商品販売額推計指数における差 
商品販売額推計指数の商業動態統計調査に占める割合の平均値は全体で 90%と小さいものの、

差が年々増加していた。この違いにはカテゴリカバレッジが大きく関係していると推察される。特に近

年需要が増加しているペット用品の内、健康管理やマナー・エチケット関連品などがデータに

含まれているかどうかの違いが大きいと考えられる。 
 

図表 序－２－１５：商品販売額推計指数（ペット・ペット用品） 

 

 
②時系列変動 
前年同期比指数における相関係数は 0.932 であり、非常に近しいものである。しかしながら POS

データではペット・ペット用品項目の右肩上がりの販売傾向を追えていないため、全期間に渡って差

が生じている。 
 

図表 序－２－１６：前年同期比指数（ペット・ペット用品） 
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③エリア差 
前年同月比の一月あたりの絶対誤差を用いて、SRI データ既存の 11 エリアによる検証を行った。

異常な値を示すエリアはないが、データ傾向は全国値に比べてばらつきやすい。差の大きい地域は

北海道、九州､ 四国であった。北海道、四国はSRIデータのサンプルサイズが小さいエリアであった

ことから、今後エリア別での活用を視野に入れる場合、必要に応じてエリアの括りを大きくするなど

の対応が必要と考えられる。 
九州については差が生じる原因の究明ができなかった。今後、個票データを用いた同一店舗で

の検証などを通じて差が生じる原因を明らかにする必要があると考えられる。 
 

＜実施結果（商品分類：オフィス・カルチャー）＞ 
①商品販売額推計指数に対する差異 
商品販売額推計指数の商業動態統計調査に占める割合の平均値は５%となっており、大きな差

が生じている。GfK データは推計でなく提供店舗のデータの実数であること、オフィス・カルチャー品

目は一部の項目でデータ収集できていないことから、カテゴリカバレッジおよび店舗カバレッジの低

さがこの差につながっていると推察される。 
 

図表 序－２－１７：商品販売額推計指数（オフィス・カルチャー） 

 

 
②時系列変動 
前年同期比指数における相関係数は 0.340 であり、POS データと商業動態統計調査の関係性 

が低い。 
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図表 序－２－１８：前年同期比指数（オフィス・カルチャー） 

 
 

③エリア差 
前年同月比の一月あたりの絶対誤差を用いて、GfK 社既存の５エリアによる検証を行った。その

結果、「東海・北陸」で誤差が低いものの、エリア別でもカバレッジの問題は大きいこと、また東海北

陸以外のエリアでは誤差が大きいことが示唆された。 
 

＜実施結果（商品分類：カー用品・アウトドア）＞ 
①商品販売額推計指数に対する差異 
商品販売額推計指数の商業動態統計調査に占める割合の平均値は１%となっており、大きな差

が生じている。GfK データではカー用品・アウトドア品目の大半の項目でデータ収集が行われておら

ず、カテゴリカバレッジが極端に低いことがこの差につながっていると推察される｡ 
 

図表 序－２－１９：商品販売額推計指数（カー用品・アウトドア） 
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②時系列変動 
前年同期比指数における相関係数は 0.472であり、POSデータと商業動態統計調査の関係性が

低い。これはカテゴリカバレッジの低さに起因するものと考えられる。 
 

図表 序－２－２０：前年同期比指数（カー用品・アウトドア） 

 
 

③エリア差 
前年同月比の一月あたりの絶対誤差を用いて、GfK 社既存の５エリアによる検証を行った。その

結果、いずれのエリアにおいても誤差が高いことが示唆された。これはカテゴリカバレッジの低さに

起因するものと考えられる。 
 

＜実施結果（商品分類：DIY 用具・素材）＞ 
①商品販売額推計指数に対する差異 
商品販売額推計指数の商業動態統計調査に占める割合の平均値は１%となっており、大きな差

が生じている。GfK データではカー用品・アウトドア品目の大半の項目でデータ収集が行われておら

ず、カテゴリカバレッジが極端に低いことがこの差につながっていると推察される｡ 
 

図表 序－２－２１：商品販売額推計指数（DIY 用具・素材） 
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②時系列変動

前年同期比指数における相関係数は 0.507であり、POSデータと商業動態統計調査の関係性が

低い。これはカテゴリカバレッジの低さに起因するものと考えられる。

図表 序－２－２２：前年同期比指数（DIY 用具・素材） 

③エリア差

前年同月比の一月あたりの絶対誤差を用いて、GfK 社既存の５エリアによる検証を行った。そ

の結果、いずれのエリアにおいても誤差が高いことが示唆された。これはカテゴリカバレッジの低

さに起因するものと考えられる。

＜アドバイザリーグループからのコメント（抜粋）＞

 商品分類単位ではなく、POS データの内訳をより細かく見ていくことで、ボリュームの大きい商品
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群やカバレッジが問題となっている箇所などの問題、解決の方向性が見えるのではないか。 
 商業動態統計の商品分類別の総計を予測する場合、店舗数で除することで 1 店舗あたりに換算

して実施する方法も考えられる。 
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ウ．レシート読込データ等を用いた新指標の開発（コンビニエンスストア、家電大型専門店） 
＜概要＞ 

現行の METI POS 小売販売額指標[ミクロ]としてコンビニエンスストアの指標が公開されているが 1
店舗あたりの情報となっている。そこで、供給側の POS データではなく、消費者が自身の購買記録を

レシート読込等の機能を使って記録する需要側の家計簿アプリの販売ログデータを用いたコンビニエ

ンスストア、家電大型専門店の購買額指標の開発を課題として設定した。 
 
＜実施結果（コンビニエンスストア）＞ 

商業動態統計とレシート読込データ等を活用した新たな購買額指標との相関係数は 0.916 となって

いる。なお、本指標は 1 店舗あたりの数字ではなく、購買額全体を表すものである。 
※2015年8月～9月にかけて、極端な落ち込みが見られるが、これは家計簿アプリのシステム要因

による異常値等の可能性が指摘されている。 
 

図表 序－２－２３：新たな購買額指標（コンビニエンスストア） 

 
 
＜実施結果（家電大型専門店）＞ 

商業動態統計とレシート読込データ等を活用した新たな購買額指標との相関係数は 0.739 となって

おり、これは商業動態統計と比べて購買額指標の実数が 1%未満と僅少であることが一因であると考

えられる。 
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図表 序－２－２４：新たな購買額指標（家電大型専門店） 

 
 

なお、レシート読込データ等を活用することによって、EC または店頭といったチャネル別での購買を

把握することが出来る。これにより家電大型専門店等において、下図のとおり 2016 年末頃より EC が

増加傾向にあり、2020 年 4 月からは特に顕著に伸長していることなどが把握可能となる。 
 

図表 序－２－２５：チャネル別（EC／店頭）購買額の推移（家電大型専門店） 

 

 
＜アドバイザリーグループからのコメント（抜粋）＞ 
 家計簿アプリは個人の最小単位での需要側の情報が見えているはずであり、当該データが供給

側データである商業動態統計調査 といった公的統計を補完し得るものとなりそうかどうか見定め、

今後進めていくべき優先対象を検討していく必要がある。 
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エ．家計簿アプリデータを用いた新指標の開発（個人支出や決済手段の動向） 
＜概要＞ 

消費者が自身の購買記録を記録する家計簿アプリのデータにおいては、財・サービスなどの幅広い

個人消費の支出情報が含まれており、支出に際しての決済手段の情報も合わせて記録されている。こ

れらの情報を活用することで、個人の財・サービス支出やキャッシュレス決済比率などの動向把握を可

能とする新たな指標の開発を課題として設定した。 
 
＜実施結果（個人の財・サービス支出動向）＞ 

家計簿アプリデータには細かなジャンル別の購買額の情報が含まれているため、それらのジャンル

を複数組み合わせることによって、任意の小計単位で購買額の集計を掛けることが可能である。 
 

例としては、娯楽に関連する購買（消費）のうち、主として外出を伴う「飲み会」、「レジャー」、「イベン

ト」のジャンル小計を「外出消費」とし、主として家庭内での消費が想定される「ゲーム」、「書籍」、「漫

画」のジャンル小計を「家庭内消費」としてグループ化、時系列の推移を見ると、2020 年の COVID-19
の影響（落ち込みとその後の回復）が如実に見てとることが出来る。 

 
図表 序－２－２６：娯楽関連ジャンルの小計別購買額 

 

 
個人の支出の動向だけではなく、最小単位のジャンルを任意に組み合わせることで社会情勢や仮

説に応じた購買額の動向把握が可能となる点は家計簿アプリデータの強みと考えられる。 
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＜実施結果（個人の決済手段（キャッシュレス決済比率など）動向）＞ 

購買情報として決済手段が含まれているため、ジャンル単位での決済手段別（キャッシュレス決済の

中でもさらにその内訳を含む）の購買額の割合等を算出することが可能である。 
 
例としては、2015 年時点でも比較的キャッシュレス決済の割合が高い洋服や消耗品といったジャン

ルについて、2020 年にかけての割合の推移を見ると、クレジットカード決済（card）の比率が継続的に

伸長するのと同時に、それ以上の伸び率で電子マネー決済(e-money)比率が増加していることが見て

とれる。 
 

図表 序－２－２７：洋服・消耗品ジャンルにおけるキャッシュレス決済比率の推移 

 

 
＜アドバイザリーグループからのコメント（抜粋）＞ 
 標本集団としてのユーザー層の偏りを抑える必要があると思われる。年齢や性別などを実態に即

した形でサンプリングすることなどが方法として考えられる。 
 COVID-19 の影響を見るためにはよく使われているグレンジャー因果検定を家計簿アプリデータ

に適用することで、時系列データ間の相関・因果関係が見えるのではないか。 
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オ．その他ビッグデータを用いた新指標の開発（電力需要データ） 
   ＜概要＞ 

経済産業省による過去の関連事業において、オルタナティブデータの一つとされるソーシャルネット

ワークサービス（SNS）データを活用した SNS×AI 鉱工業生産予測指数が開発されている。このような

オルタナティブデータの一つであり、また比較的粒度の細かいデータが入手可能な電力需要データを

活用した新たな指標に開発を課題として設定した。 
資源エネルギー庁の電気事業者別出力統計表の上位 3 社である関西電力・東京電力・中部電力の

電力需要データを対象とした。対象期間は 2016 年 4 月以降の毎時データを使用している。 
 
＜実施結果：電力需要データに基づく推計結果と実際の鉱工業生産指数の比較＞ 

電力需要データに基づく鉱工業生産指数の推計モデルを開発した。本手法（提案モデル）によって、

学習期間を適宜ローリングさせたアウトオブサンプルでの推計結果は下図のとおりであり、コロナ禍の

影響が懸念される 2020 年の間も含めて良好な推計精度を維持できていることが確認できた。 
 

図表 序－２－２８：鉱工業生産指数（原系列）と予測値 

 

出所：各電力事業会社統計、経済産業省統計より野村作成 

 

＜実施結果：中小企業製造工業生産指数のレプリケート＞ 
鉱工業生産指数の推計に用いたものと同様の説明変数・モデルを用いて、中小企業の製造業にお

ける生産活動の把握を目的として公表されていた中小企業製造工業生産指数のレプリケートを試みた。

中小企業製造工業生産指数は 2016 年 12 月確報分をもって更新が停止されているため、2013 年 2
月～2016 年 12 月の間のデータを用いてモデルの構築と、2017 年以降の疑似的な中小企業製造工
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業生産指数の再現を行った。 
 
以下に中小企業製造工業生産指数に加え、参考として学習期間を揃えた鉱工業生産指数の推

定結果も掲載したが、これによると、少なくとも鉱工業生産指数についてはモデル学習期間後の

2017 年以降も鉱工業生産指数に対しある程度の追従性を持っていることが確認でき、中小企業製

造工業生産指数についても 2017 年以降の動向をある程度反映できていると推察できる。 
 
図表 序－２－２９：中小企業製造工業生産指数、および鉱工業生産指数のモデル推定結果  

中小企業製造工業生産指数 

 

鉱工業生産指数 

 

出所：経済産業省統計、および関西電力統計より野村作成 

 
＜アドバイザリーグループからのコメント（抜粋）＞ 
 日本卸電力取引所（JEPX）のデータを活用することも可能性として考えられるのではないか。 
 作成・公表が停止された公的統計情報を再現する取組は統計分野において重要な視点である。 
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カ．その他ビッグデータを用いた新指標の開発（AIS データ） 
   ＜概要＞ 

経済産業省による過去の関連事業において、オランダで船舶の運航情報という行政記録情報を使

って四半期 GDP の推計・予測を行う事業に関する調査結果が報告されるなど、昨今は交通機関や

人流などの位置情報データを活用した各種の取組が広く行われている。このような位置情報データを

活用した経済動向の把握に資する新指標開発の可能性を検証するため、船舶自動識別装置情報

（AIS データ）を活用した新たな指標に開発を課題として設定した。 
 
AIS データの対象期間は平成 27 年～29 年、範囲としては AIS データの容量、データ処理に要する

時間（推計）、事業実施期間を勘案して、名古屋港（伊勢湾）周辺に限定した。今回開発した指標の特

性や有用性の検証を行うため、関連性が想定される既存の公的統計を参考情報として用いた。 
 

AIS データを用いて名古屋港における船舶の入港・出港数の推定を行い、推定された入港・出港数

に AIS データ等に含まれる船舶の大きさや積荷の量に関係すると想定される喫水の値等を掛け合わ

せ、また船種情報によって集計単位を変更するなどして複数種（AIS 指標 C-out、AIS 指標 S-out、AIS
指標 D-out）の指標を算出した。指標の詳細は後述している。 
 
＜実施結果：既存統計との比較＞ 

①中部経済産業局 東海３県（岐阜、愛知、三重） 生産原指数（鉱工業）との比較 
上述の AIS 指標 C-out、S-out、D-out と東海３県の鉱工業生産指数（原指数）とを比較した。 

 
図表 序－２－３０：AIS データを用いた指標と東海３県の鉱工業生産指数 

 
 
 ②財務省 普通貿易統計 名古屋税関 機械類および輸送用機器（輸出）との比較 

上述の AIS 指標 C-out、S-out、D-out と財務省 普通貿易統計における名古屋税関管轄の輸出
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のうち、機械類および輸送用機器の値とを比較した。 
 

図表 序－２－３１：AIS データを用いた指標と名古屋税関の輸出関連統計 

 

 
③財務省 普通貿易統計 名古屋税関 輸出（金額） 
  AIS指標D-outを船種別に分割して、船種が自動車専用船であるものを抽出する。この抽出済みの

AIS 指標 D-out（自動車専用船）と名古屋税関 輸出（金額）統計の、「鉄道用及び軌道用以外の車両

並びにその部分品及び附属品」と「乗用自動車その他の自動車：とを比較した。 
 

図表 序－２－３２：AIS データを用いた船種限定指標と名古屋税関の輸出関連統計 

 
 
＜アドバイザリーグループからのコメント（抜粋）＞ 
 物流指標全国貨物純流動調査（物流センサス）などを参照し、輸送拠点の考え方などを参考にす

るのが良い。 
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 交通需要予測法として四段階推定法という手法があり、これを適用することで生成交通量、発生・

集中交通量や分布交通量なども含めた指標を考案するなど、より興味深い結果を得られる余地

があると思われる。 
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図表 序－２－３５：概観把握用ダッシュボード作成イメージ 

 
 

図表 序－２－３６：時系列把握用ダッシュボード作成イメージ 

 
※「週次」、「2019 年～2021 年」、「家電大型専門店」、「全国」を選択した場合の表示結果。 
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具体的には以下のような調査・整理を実施した。 
ア. 各サービス分野（日本標準産業分類をベースに、経済産業省の既存統計調査との対応を整理した

もの）において、どのようなビッグデータの利用が想定されるか（個人消費以外のデータも含め）を

幅広に整理。 
イ. 個人消費に関連するビッグデータプラットフォーム／プラットフォーマーとしてどのようなものがある

かを整理。 
ウ. 上記を統合し、各サービス分野において個人消費把握に資する可能性のあるデータについて整

理。 
 

図表 序－３－２：個人消費関連ビッグデータのプラットフォームと業種カバー領域の対応 

 
※1 ◎～×は、各セグメント（業種×データ）における、各ビッグデータのデータカバー率イメージ（◎→高、×→低） 

※2 「商動」は商業動態統計、「特サビ」は特定サービス産業動態統計を指す 

 
ⅱ）海外における公的統計へのビッグデータ活用動向調査 
英国、米国等、ビッグデータの公的統計への活用が先進的な諸外国における活用事例を調査した。ま

た、eurostat、国連等、国際機関の活動内容についても調査を行った。各事例については、ビッグデータ

活用用途・目的や、検討会議での有識者意見等を踏まえた整理・分析を行った。 
 

具体的には以下のような調査・整理を実施した。 
ア. イギリス、オランダ、デンマーク、フィンランド、シンガポール、カナダ、アメリカ、オーストラリア、ニュ

ージーランド、中国における公的統計へのビッグデータ活用事例について、公表情報をもとに幅広
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第１章 本事業の目的と概要 
 

１．本事業の目的 
＜背景＞ 

近年の政府の統計改革の進展に伴い、公的統計の精度向上が求められる一方で、統計調査環境はま

すます悪化、データソース（情報源）を企業や家計からの報告に依存した従来の統計調査方法だけでは、

公的統計の質を維持することが困難になっている。加えて、マクロ・ミクロの経済情勢・景気概況やそれらの

連動性等の把握のためには、従来からの大まかな属性（産業別、地域別等）ごとの集計で公表までに一定

の期間が必要な政府統計・業界統計や、企業等からの定性的なヒアリング情報だけでは十分でなくなりつ

つある。 
 
一方で、現下の経済情勢の変化速度は、グローバル化・IT 化などによる経済主体の範囲拡大や意思決

定・取引活動の迅速化等を通じて、急激に速まっている。今後、将来の更なるリソース不足に備え、限られ

たリソースで統計精度を維持・向上させていくことを念頭に置けば、従前の統計調査手法にとらわれずに、

民間企業が保有するビッグデータ、政府が保有する行政記録情報などにも公的統計のデータソースを拡げ、

そこから得られる情報はもちろん、民間事業者が保有する商品マスタといったノウハウの他、サーバ・人的

リソース等を最大限に活用していくことが重要である。 
 
こうした取り組みにより、①報告者における負担の「軽減化」、②政府における統計業務の「効率化」、③

公表時期の「早期化」、④景気動向把握の向上に資するため把握内容の「詳細化」を実現する新たな統計

調査手法の構築など、これまでの公的統計の枠組みを変えていくことも可能となる。 
 

＜目的＞ 
本事業では、「民間企業が保有するＰＯＳ等ビッグデータを活用する新たな調査手法の検証」、「個人消

費の把握を目的としたサービス分野におけるビッグデータを活用した新指標の開発」を行い、「報告者負担

の軽減」、「統計調査業務の効率化」、「公表の早期化」の他、「景気動向把握の向上に資するための把握

内容の詳細化」等の実現可能性の精査に必要な基礎資料を得ること、また、現状の政府における統計調査

の仕組みでは捉えることの出来ない経済活動の動向をタイムリーに把握することを目的とし、民間企業が

保有するビッグデータ等を活用した新たな経済指標の開発とその実効性について調査・研究を実施する。 
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２．全体方針 
 本事業は、以下の（１）～（３）の３項目から構成される。 
 
（１）ビッグデータを活用した新指標開発の実施 
（２）ビッグデータ等を活用した新指標・新調査手法開発の可能性に関する検討会議の設置・運営及び 

包括的調査等の実施（検討会の設置・運営及び包括的調査等の実施） 
（３）成果のとりまとめ・普及活動 

 
（１）ビッグデータを活用した新指標開発の実施 

本事業では、上述の事業目的の実現に向けて、経済産業省及び関係省庁による過去の関連事業等を踏

まえ、ビッグデータとその解析技術を活用した新指標の算出やそのための基盤整備に向けた実証事業を実

施した。 
 
具体的には以下の３テーマについての実証事業を実施した。 
ⅰ）ＰＯＳ等ビッグデータ（家計簿アプリ、行政記録情報等を含む）の収集・加工 
個人情報とは紐付かない小売各業態のＰＯＳ等の販売ログデータ、匿名加工された家計簿アプリデー

タや、各種統計調査の結果、行政記録情報等を収集、加工し、下記ⅱ）と連携して加工済みデータの維

持、提供を行った。 
対象とする販売ログデータの種類、及び対象期間は、以下のとおりスーパーマーケット、コンビニエン

スストア、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターの内容を含み、家計簿アプリデータはマクロ

の個人消費（財・サービス支出、インターネット購入比率、キャッシュレス化率など）動向把握が可能なデ

ータを対象とした。 
＜対象とした販売ログデータ＞ 
・スーパーマーケット：平成２７年１月～最新 
・コンビニエンスストア：平成２７年１月～最新 
・家電大型専門店：平成２７年１月～最新 
・ドラッグストア：平成２７年１月～最新 
・ホームセンター：平成２７年１月～最新 

＜対象とした個人消費動向把握可能なデータ＞ 
・家計簿アプリデータ等：平成２７年１月～最新 

＜対象とした各種統計調査、行政記録情報等＞ 
・経済産業省が実施する各種統計調査の調査票情報：平成２７年１月～最新 
（「経済産業大臣が実施する統計調査に係る調査票情報の利用及び提供に関する要領」に基づき

承認を得られた場合の利用することが可能。） 
・電力需要データ：平成２８年４月～最新 
・船舶自動識別装置（ＡＩＳ）情報：平成２７年１月～平成２９年１２月 
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ⅱ）ＰＯＳ等ビッグデータを活用した新指標開発 
上記ⅰ）と連携し、上記ビッグデータ等を活用し、既存の政府統計（商業動態統計、特定サービス産業

動態統計等）を補完・代替し、経済動向を捉える高い速報性や詳細性を有する指標や、個人の財・サービ

ス支出、インターネット購入比率、キャッシュレス決済比率など動向把握を目的として、新たな指標の開発

を行った。 
 

ⅲ）BigData-STATS ダッシュボードの改善 
現行の「BigData-STATS ダッシュボード（β版）」を、インフォグラフィックス等を用いた情報の可視化

（ビジュアライゼーション）の観点から更新した。 
 
なお実証事業の推進にあたっては以下項目も合わせて実施した。 
 
①課題の設定及び再委託事業者の選定 
・経済産業省 大臣官房調査統計グループ 調査分析支援室担当職員と協議の上、上記ⅰ）～ⅲ）の

各テーマの課題設定を行った。 
・上記ⅰ）～ⅲ）の各テーマの課題設定後、当該テーマを再委託することで委託事業全体の効率化が

図られると見込まれるテーマ等については、再委託事業者を選定し、一部事業を再委託した。 
・本事業のスキームは以下のとおり。 

＜事業スキーム＞ 
経済産業省 
↓（委託） 
PwC あらた有限責任監査法人（受託者） 
↓（再委託※一部事業） 
民間団体等（再委託事業者） 

 
②アドバイザリーグループの設置・運営 
・各テーマの実証事業実施に際しては、計量経済学、人工知能、マーケティング、オープンソース・オー

プンデータ、流通システムの合理化・標準化等に関する外部有識者５名から成る「ビッグデータ等を活

用した新指標開発に関するアドバイザリーグループ」（アドバイザリーグループ）を設置し、個別テーマ

について報告し、助言・評価等を受けた。 
・アドバイザリーグループの運営に当たっては、外部有識者の他に経済産業省調査統計グループの職

員にも同席頂き、都度議事概要を作成した。 
 
③再委託事業に対する指導、助言、進捗管理等 
・上述の再委託した事業については、再委託事業者及び再委託事業に対して助言、進捗状況の管理
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等を行った。 
・再委託事業は本事業の事業実施期間内での完了を前提とし、再委託事業者からは当該再委託事業

に関する報告書の提出を求めた。 
 
（２）検討会の設置・運営及び包括的調査等の実施 
ⅰ）検討会議の設置 
学識経験者、シンクタンク・アナリスト、ビッグデータを加工集計できる企業等から４名程度で構成され

る「ビッグデータ等を活用した統計サービス開発に関する検討会」（以下「検討会」）を設置した。 
 

ⅱ）検討会議の運営 
検討会ではビッグデータを活用して開発した新指標、既存の統計調査（商業動態統計調査、特定サー

ビス産業動態統計調査）も含めて、経済産業省が実施する個人消費を把握する経済統計等について検

討を行った。また、将来的にビッグデータ活用の促進にむけて、経済産業省と民間企業の関係強化の方

策を検討した。 
 
ⅲ）包括的調査等の実施 
既存の政府統計では捉えることのできない個人消費の把握を目的とした「サービス分野のビッグデー

タの所在把握（保有企業、データ内容）」、「利用可能性の検討（利用できるデータ内容、利活用により把

握できる内容の精査）」に必要な情報収集（国内に限る）を行い整理したうえで、検討会構成員等からの

意見を求めた。 
また既存の統計調査（商業動態統計調査、特定サービス産業動態統計調査等）の実施に際し、「報告

者負担の軽減」、「統計調査業務の効率化」、「公表の早期化」、「把握内容の詳細化」等を実現するため

の「新たな統計調査スキームの構築」の参考となる、先行研究及び取組事例（統計行政に限定しない）に

関する情報収集（国内外を問わず）を行い整理し、検討会へ報告した。 
さらに、「海外におけるビッグデータを活用した個人消費の把握の取組」に関し、米国、英国、ドイツ等

の、ビックデータの政府統計への活用が先進的な諸外国において、個人消費に関連する政府統計にお

いて、ビッグデータがどのように活用されているかの情報収集を行い整理し、検討会へ情報提供を行っ

た。 
 
（３）成果のとりまとめ・普及活動 

上記（１）ビッグデータを活用した新指標開発の実施ならびに（２）検討会の設置・運営及び包括的調査等

の実施において得られた成果を報告書として取りまとめた。 
なお、（１）の実施内容を報告書への取りまとめに際しては、設定した課題ごとの個別の報告内容を掲載

するとともに、それぞれの概略ならびにアドバイザリーグループからのコメントを抜粋、整理、集約した。 
 
以下に事業全体のイメージを示す。 
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図表 １－１：事業全体イメージ 

 

※令和２年度ビッグデータを活用した新指標開発事業（短期経済動向把握） 【参考】事業内容全体俯瞰図

より抜粋 
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エ 家計簿アプリデータを用いた新指標の開発（対象：個人の支出・決済手段の動向） 

消費者が自身の購買記録を記録する家計簿アプリのデータにおいては、財に対する支出の

みならず、サービスに対する支出も含まれており、また支出に際しての決済手段情報が合わ

せて記録されている。これらの情報を活用した個人の財・サービス支出、キャッシュレス決済

比率などの動向把握を可能とする新たな指標の開発を課題として設定した。 
 

オ その他ビッグデータを用いた新指標の開発（電力需要データ） 

経済産業省による過去の関連事業において、オルタナティブデータの一つとされるソーシャル

ネットワークサービス（SNS）データを活用し、鉱工業生産指数（経済産業省）を予測すること

が期待される SNS×AI 鉱工業生産予測指数の開発、公表を行っている。このようなオルタ

ナティブデータを活用した経済動向の把握に資する新指標開発の可能性を検証するため、電

力需要データを活用した新たな指標に開発を課題として設定した。 
 

カ その他ビッグデータを用いた新指標の開発（AIS データ） 

経済産業省による過去の関連事業において、オランダで船舶の運航情報という行政記録情

報を使って四半期 GDP の推計・予測を行う事業に関する調査結果が報告されるなど、昨今

は交通機関や人流などの位置情報データを活用した各種の取組が広く行われている。このよ

うな位置情報データを活用した経済動向の把握に資する新指標開発の可能性を検証するた

め、船舶自動識別装置情報（AIS データ）を活用した新たな指標に開発を課題として設定し

た。 
 

 
 各課題の実施者は以下のとおり選定した。 
 
ア．POS データを用いた新指標及び新調査手法の開発（業態：スーパー、ドラッグストア） 
株式会社 True Data（True Data）へ、本課題の再委託を行った。 
True Data は日本最大級の ID-POS（商品購買）データを持ち、全国のドラッグストア、 スーパーマー

ケットなどの消費者購買情報を統計化した日本最大級の標準データベースを維持しており、全国延べ

5000 万人規模の購買情報から構成されているため、幅広い性別、年代情報をカバーしている。 
 
イ．POS データを用いた品目別販売額の推計及び検証（業態：ホームセンター） 
株式会社 インテージリサーチ（インテージリサーチ）へ、本課題の再委託を行った。 
インテージリサーチは、 「(株)インテージホールディングス」のグループ会社であり、インテージグルー

プは、各事業会社によりマーケティング支援事業（独自に収集した各種データ提供やデータ解析、マーケ

ティング活動支援のソリューション）及びビジネスインテリジェンス事業（システム開発技術や業界専門性

に裏付けられた独自のシステムサービス）を提供しているほか、官公庁・地方自治体等の調査研究業務
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を行っている。 
 
ウ．レシート読込データ等を用いた新指標の開発（業態：コンビニエンスストア、家電大型専門店） 
 株式会社 Zaim（Zaim）へ、本課題の再委託を行った。 

Zaimは現在850万以上ダウンロードされている家計簿アプリを運用しており、年間の品目保有記録は

4.5億件に上る。Snakebit「フィンテック群雄割拠～潮流を読む」2019年 3月の記事※によると、マネーフ

ォワード ME の利用者は 700 万人以上、Ｚａｉｍは 800 万ダウンロード数、ＬＩＮＥ家計簿は 200 万人のユ

ーザー登録数となっている。 
（※https://www.sankeibiz.jp/econome/news/190326/ech1903260700001-n1.htm） 

 
エ．家計簿アプリデータを用いた新指標の開発（対象：個人の支出・決済手段の動向） 
株式会社 Zaim（Zaim）へ、本課題の再委託を行った。 
Zaim は上述のとおり多大な年間の品目保有記録を有しており、また購買チャネルや支払方法も取得

可能なため、インターネット購入比率、キャッシュレス化率などのマクロな動向の把握が可能となる。 
 
オ．その他ビッグデータを用いた新指標の開発（電力需要データ） 
野村證券株式会社（野村證券）へ、本課題の再委託を行った。 
野村證券の金融工学研究センターのメンバーが本項目を実施し、当該センターでは各種オルタナティ

ブデータを用いた投資家への情報提供業務や、それらのデータを用いた新規経済指標の開発、開発指

標についての学術発表などを行っている。また、野村證券はグリッドデータバンク・ラボ 有限責任事業組

合（GDBL）との協力関係も築いている。 
 
カ．その他ビッグデータを用いた新指標の開発（AIS データ） 
本課題は PwC あらた有限責任監査法人が実施した。 
PwC あらた有限責任監査法人では経済産業省の過年度事業において、AIS データの分析を実施した

経験がある。 
 
ⅲ）BigData-STATS ダッシュボードの改善については、現行の BigData-STATS ダッシュボードについて

以下のような課題認識が持たれており、インフォグラフィックス等を用いた情報可視化（ビジュアライゼーショ

ン）の観点などを踏まえ、これら課題の解決を図るべく改善を試みた。 
・小売販売額指標の概観を一目で把握できるようにしたい。 
・業態・品目大分類・品目中分類・期間・地域によるデータを網羅的に表示したい。 
・幅広いバックグラウンドの国民が見る・操作することを想定した視認性・操作性を確保したい。 

 
（２）アドバイザリーグループの設置・運営 

（１）にて設定された課題及びその実施結果については、計量経済学、人工知能、マーケティング、オー
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２．課題の実施結果 
 
（１）POS 等ビッグデータの収集加工・新指標開発 
 
ア．POS データを用いた新指標及び新調査手法の開発（業態：スーパー、ドラッグストア） 
1. 開発指標 
1.1. 新指標開発① POS データを用いた小売販売額の指標 

国内の小売業における販売額トレンドを表す指標を、True Data が接続している全 7000 店舗規模の

POS データを用いて新たに開発する。 
 

1.2. 新指標開発② POS データを用いた新たな調査手法 
現在の商業動態調査に代わる手法として、POS データによる集計方法を検証し、①報告者の負担軽減、

②統計業務の効率化、③公表時期の早期化に向けた実証実験を実施する。 
 
True Data の保持する POS データのうち、以下が調査対象候補となる。 
スーパーマーケット：対象事業所は、売場面積の 50％以上についてセルフサービス方式を採用している

事業所であって、かつ、売場面積が 1,500 平方メートル以上の事業所（ただし、商業動態統計調査の家電

大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターの調査対象企業の傘下事業所で、調査対象となっている事業

所を除く）。 
ドラッグストア：日本標準産業分類に掲げる細分類 6031－ドラッグストアに属する事業所を 50 店舗以上

有する企業もしくはドラッグストアの年間販売額が 100 億円以上の企業。 
 

2. POS 小売販売額指標の開発方法と指標 
2.1. 開発方法 

True Data 接続ドラッグストア、スーパーマーケットの全店舗データを用いて算出 
※両業態の総計及びドラッグストア業態のエリア別・全商品分類別を実施。 
※商動の調査対象範囲「外」の個社情報も加味して算出。 

2015 年の月次販売額の平均値を基準値とし、1 店舗当たりの販売額比を基に５年分（2015 年～2020
年）の指標を作成。 
同様の方法で商業動態統計もグラフを作成し比較、METI POS 小売販売額指標とのグラフ比較も追加。 

 
2.2. 指標内訳 
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※ エ リ ア 別 （ 9 エ リ ア … 北 海 道 ・ 東 北 ・ 関 東 ・ 中 部 ・ 近 畿 ・ 中 国 ・ 四 国 ・ 九 州 ・ 沖 縄 ）

METI POS 小売販売額指標地域区分に基づいたエリア分け。

※商品分類別（3 分類…OTC 医薬品・ビューティーケア・食品）

商業動態統計の商品分類に対して True Data の商品分類で指標を作成

METI POS 指標は商業動態統計の商品分類と名称が近しい商品大分類で作成

※週次は「True Data」では、2015 年 1 年間 の合算/ 365×7 で基準値算出、「METI POS 小売販売額指

標」は公開されている値が、週次の販売金額指数のみのため、2015 年各週の合算÷52 で算出。

2.2.1. ドラッグストア総計 
図表 ２－ア－１：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

2019~2020 年にかけて、3 指標にそれぞれ５～20%の乖離が見られる。（METI POS 小売販売額指標と

True Data 作成指標で 10～20%） 

2.2.2. ドラッグストア市場伸び率 
図表 ２－ア－２：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 
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2018 年を 100 とした時の 2019 年の伸び率は、日本チェーンドラッグストア協会が公開している数値と

True Data 作成指標が近しい結果となっており、このことからドラッグ市場推移の確認に適しているといえ

る。

2.2.1. ドラッグストア総計 
図表 ２－ア－３：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

関東エリアはドラッグストア市場の３０％以上の売上構成があるため、日本チェーンドラッグストア協会が

公開している 2018 年→2019 年の市場伸び率５％を踏まえると、True Data 指標が関東の市場を捉えてい

るといえる。
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図表 ２－ア－４：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

 
 

図表 ２－ア－５：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

 

 
2019 年 9 月の増税前かけこみ需要があったタイミングで、METI POS 指標と True Data 指標はシャープ
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に上がっているが、商業動態統計は上がっておらず差が出ている。2018 年は True Data 指標と商業動態

統計は近似しているが METIPOS の数値が乖離している。 
 

図表 ２－ア－６：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

 
 
2.2.4. ドラッグストア 商品分類別 

図表 ２－ア－７：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

 
 

2019 年についてドラッグストア市場の５％の伸びを踏まえると True Data の伸びがドラッグストア食品市
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場を表しているといえる。また、商業動態統計と True Data 指標は近しいトレンド。 
 

図表 ２－ア－８：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

 
2019 年 9 月増税前のかけこみ需要があったタイミングで True Data 指標はシャープに上がっているが、

商業動態統計と METI POS 指標は上がっておらず差が出ている。また、2019 年についてドラッグストア市

場の５％の伸びを踏まえると True Data 指標が市場を捉えているといえる。 
 

図表 ２－ア－９：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

 
 
 3 つの指標のトレンドが同じような傾向にある。さらに、差が付いた 2019 年夏場の需要期ではドラッグスト



55 
 

ア市場の５％の伸びを True Data 指標は適切に捉えている。なお、2020 年の落ち込みはどの指標も前年

同月比で同程度である。 
 
2.2.5． ドラッグストア 総計/週次 

図表 ２－ア－１０：POS データを活用した新たな小売販売額指標（ドラッグストア） 

 

 
2019 年についてドラッグストア市場の５％の伸びを踏まえると、True Data 指標が市場を捉えているとい

える。この他にも、True Data が保有する ID-POS データを活用することで、「来店客数」や「客単価」などの

動きを見る事も可能となる。 
 
2.3.1. スーパーマーケット 総計 

図表 ２－ア－１１：POS データを活用した新たな小売販売額指標（スーパー） 
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年末の動きは商業動態統計と True Data 指標が近似しており、METI POS 指標とは 10%前後の差があ

る。 
※商業動態統計調査対象と True Data の POS データ対象店舗は完全には一致していない。。 
 
2.3.2．スーパーマーケット 総計/週次 

図表 ２－ア－１２：POS データを活用した新たな小売販売額指標（スーパー） 

 

 
2.4. 実証実験総括: 新指標開発① POS データを用いた小売販売額の指標 
 ドラッグストア業態における検証結果については、True Data 開発指標が、商業動態統計や

METI-POS との比較において、日本チェーンドラッグストア協会が発表している 2018 年から 2019 年

の伸び率や、2019 年 10 月消費増税前の駆け込み需要も精緻に反映しており、市場の動き・変化を的

確に捉えている。 
 POS データの特性としては、返品などの情報取得タイミングが小売業によって異なるため、週次データ

は速報値、月次データは確定値として活用することが適していると考えられる。 
 商品分類については、中分類の単位では企業間のカテゴライズが異なるため、業態ごとにカテゴリを

調整することで、活用しやすさを向上させる余地も見受けられた。 
 本実証実験においては、一部分類についてTrue Data商品分類を商業動態統計の分類に合わせる形

で指標を作成したが、True Data が提供している中分類にて開発することで、現在提供されていない分

類の動向可視化が実現し、さらに詳細な動向情報の公開まで可能になる。例えば、市場が拡大してい

る「男性用化粧品」「介護用品」などの動向情報の公開が実現できる（図表－⑱）。 
 True Data が保有する ID-POS や生活者ビッグデータの活用によって「来店客数」「客単価」「生活者嗜
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好性」のような生活者起点での新たな指標開発も可能であり、公的統計のさらなる価値向上に貢献で

きると考える。 
 
3. POS データによる調査手法 
3.1. 実施方法 
概要…True Data 接続ドラッグストア、スーパーマーケット両業態 1 企業ずつの連携されている POS データ

を用いて、商業動態統計（個票）の商品分類別販売額との乖離度合いを検証。 
工程…両業態の候補企業に対し、本取組について協力を要請。了承を得られた企業に対し、個票作成時

の商品分類定義の共有を相談（当該企業より協力を得られない場合は、True Dataで紐付けを実施）。個票

と True Data で作成した指標を商品分類別に比較し検証した（なお、調査票情報は利用に制約があるため、

実際の比較は調査票情報の連携まで協力頂けたドラッグストア分のみ実施し、スーパー分についてはPOS
データから組替集計を実施したものを経済産業省へ提供した（比較結果については序章 要旨を参照）。 
 
3.2. 検証状況 

スーパー、ドラッグストアの両業態ともに 1 企業（事業所）ずつより、対象期間を 2020 年 1 月から 12 月ま

でとして実証実験実施の了承を得ることが出来た。 
 
3.3. ドラッグストア個社_商業動態統計と True Data データの商品分類別比較 
 集計期間：2020 年 1 月～12 月 ※調剤医薬品除く 

 
図表 ２－ア－１３：POS データを活用した調査票への組替集計の試行結果（ドラッグストア） 
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図表 ２－ア－１４：POS データを活用した調査票への組替集計の試行結果（ドラッグストア） 

 
 

店舗やデータ（ネット店・リベート・値引きなど）について、True Data に連携されているデータ定義に相異の

あることが想定され、影響が出ている（乖離率 5%前後）。しかし、構成比・トレンドとしてはほぼ完全に一致

することが分かった。 
 
3.4. 実証実験総括：新指標開発② POS データを用いた新たな調査手法 
 本プロジェクトに協力頂いた 2 企業においては、商業動態統計調査票の毎月の集計・報告業務につい

て、作業負担は重くはないものの、もし True Data など外部に委託できるのであれば、報告まで一連の

作業のデジタル化はありがたいという意見であった。 
 ドラッグストア 1 企業の開発指標についてはトレンドを捕捉できており、POS データによる調査手法の

代替は十分可能と考えられる。 
 経済産業省と共同で小売業各社に働きかけることにより、「統計業務の効率化」「公表時期の早期化」

の実現可能性は高いという認識。 
 POS データを活用したプロセスにて代替することで情報精度を向上できる可能性が確認できた。 
 また、トレンドはほぼ合致している一方、ドラッグストア 1 企業の実数の乖離率をみると、POS データに

含まれているデータと商業動態統計調査にて提出されている数値には常に 5％ほどの違いが認めら

れた。小売業毎の POS データの詳細を確認した上で、商業の実態を正確に反映する処理を設定する

ことで、情報精度を限りなく高められる（企業側の集計作業における人為的な提出データの揺れを排除

できる）可能性が感じられた。 
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②前年同期月比指数 

左図における相関係数は 0.944 である。 
2019 年の消費税率引上げ時に対して、POS データのほうがより大きく上下動している。 
POS データと商業動態統計で差異の大きい時期として消費税率引上げおよび新型コロナウイルス感染症

拡大における緊急事態宣言時（2020 年４月、５月）が挙げられる。この時期の差異はカテゴリカバレッジの

違いによるものと考えられる。今回用いた POS データは非消費財(家庭用品)のカバレッジが低く、日用消

費財のカバレッジが高い。そのため消費税率引上げおよび新型コロナウイルス感染症拡大における緊急

事態宣言時（2020 年４月、５月）のような日用消費財の需要が高まる期間において POS データの数値が

高ぶれしたものと考えられる。 

 
図表 ２－イ－１４：前年同月比指数と商業動態統計調査の比較（家庭用品・日用品）

 

 
③基準時点指数 
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（イ）東北 
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図表 ２－イ－１９：エリア別検証結果グラフ（東北 家庭用品・日用品） 

 

  

 

 
（ウ）関東 
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図表 ２－イ－２０：エリア別検証結果グラフ（関東 家庭用品・日用品） 
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（エ）京浜 
 

図表 ２－イ－２１：エリア別検証結果グラフ（京浜 家庭用品・日用品） 
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（オ）信越 

 
図表 ２－イ－２２：エリア別検証結果グラフ（信越 家庭用品・日用品） 
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（カ）東海 

図表 ２－イ－２３：エリア別検証結果グラフ（東海 家庭用品・日用品） 

 



80 
 

 
（キ）北陸 

図表 ２－イ－２４：エリア別検証結果グラフ（北陸 家庭用品・日用品） 
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（ク）近畿 
 

図表 ２－イ－２５：エリア別検証結果グラフ（近畿 家庭用品・日用品） 
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（ケ）中国 
 

図表 ２－イ－２６：エリア別検証結果グラフ（中国 家庭用品・日用品） 
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（コ）四国 
 

図表 ２－イ－２７：エリア別検証結果グラフ（四国 家庭用品・日用品） 
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（サ）九州 
 

図表 ２－イ－２８：エリア別検証結果グラフ（九州 家庭用品・日用品） 
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2.2 電気 
（１）全国 
 販売額推計指数 

商業動態統計調査に対する POS データの占める割合（POS データ／商業動態統計）の平均値は 42%
となっており、差が生じている。カテゴリカバレッジの影響は小さいと考えられる。この差は店舗カバレッジに

起因すると考えられる。 

 
図表 ２－イ－２９：販売額推計指数と商業動態統計調査の比較（電気） 

 

      

 
②前年同期月比指数 

左図における相関係数は 0.975 である。 
2019 年の消費税率引上げや新型コロナウイルス感染症拡大における緊急事態宣言時（2020 年４月、５

月）においても大きな乖離は見られていない。 
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図表 ２－イ－３０：前年同月比指数と商業動態統計調査の比較（電気） 

 

 
③基準時点指数 

変動については概ね近い結果になっている。左図における相関係数は 0.992 である。 
年末（12 月）にてわずかのズレが生じる傾向にある。 

 
 

図表 ２－イ－３１：基準時点指数と商業動態統計調査の比較（電気） 

 
 
（２）エリア別 
エリア別の前年同月比の一月あたりの絶対誤差を整理した。 
エリア毎に差が出ている。誤差の低いエリアとして東海・北陸、中国・四国・九州が挙げられる。 
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（イ）関東 
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図表 ２－イ－３５：エリア別検証結果グラフ（関東 電気） 

 

 
（ウ）東海・北陸 
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図表 ２－イ－３６：エリア別検証結果グラフ（東海 電気） 
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（エ）近畿 
 

図表 ２－イ－３７：エリア別検証結果グラフ（近畿 電気） 
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（オ）中国・四国・九州 
 

図表 ２－イ－３８：エリア別検証結果グラフ（中国・四国・九州 電気） 
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2.3. ペット・ペット用品 
（１）全体 
①販売額推計指数 

商業動態統計調査に対する POS データの占める割合（POS データ／商業動態統計）の平均値は全

体で見ると90%となっている。差は年々増加しており、2015年のPOSデータ/商業動態統計調査の平均値

は 95%に対し 2020年の平均値は 84%である｡この差異は商業動態統計調査の数値が右肩上がりに増加

しているのに対し、POS データの数値が横ばいであるため生じている｡ POS にて収集している商品項目と

商業動態統計調査にて聴取している商品項目が異なることに起因するものと考えられる。 
近年、ペットの飼育頭数は横ばいであること、快適な飼育環境を実現する健康管理やマナー・エチケット関

連の製品の需要が増加していることを踏まえると、この差異はペット用品項目のカバレッジの低さに起因す

ると推察される｡ 

 
図表 ２－イ－３９：販売額推計指数と商業動態統計調査の比較（ペット・ペット用品） 
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②前年同期月比指数 

左図における相関係数は 0.932と高いものの、期間全体に渡り差異が生じている。商業動態統計調査と比

較し、POS データは前年同期月比指数が低くでる傾向にある。この差異はペット・ペット用品の右肩上がり

の傾向を POS データで追えていないため生じたと考えられる｡ 

 
図表 ２－イ－４０：前年同月比指数と商業動態統計調査の比較（ペット・ペット用品） 

 

 
③基準時点指数 

2017 年以降乖離が生じている。この差異もペット・ペット用品の右肩上がりの傾向を POS データで捉える

ことができていないため生じたと考えられる。 

 
図表 ２－イ－４１：基準時点指数と商業動態統計調査の比較（ペット・ペット用品） 
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信越 234 1.34 0.00  0.76 

東海 69 1.16 0.00  0.70 

北陸 43 0.49 0.00  0.70 

近畿 203 1.19 0.00  0.70 

中国 89 0.82 0.00  0.85 

四国 75 0.76 0.00  0.59 

九州 422 0.71 0.00  0.53 

 
②エリア別検証結果グラフ 
（ア）北海道 
 

図表 ２－イ－４４：エリア別検証結果グラフ（北海道 ペット・ペット用品） 
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（イ）東北 
 

図表 ２－イ－４５：エリア別検証結果グラフ（東北 ペット・ペット用品） 
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（ウ）関東 
 

図表 ２－イ－４６：エリア別検証結果グラフ（関東 ペット・ペット用品） 
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（エ）京浜 
 

図表 ２－イ－４７：エリア別検証結果グラフ（京浜 ペット・ペット用品） 
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（オ）信越 
 

図表 ２－イ－４８：エリア別検証結果グラフ（信越 ペット・ペット用品） 
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（カ）東海 
 

図表 ２－イ－４９：エリア別検証結果グラフ（東海 ペット・ペット用品） 
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（キ）北陸 
 

図表 ２－イ－５０：エリア別検証結果グラフ（北陸 ペット・ペット用品） 
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（ク）近畿 
 

図表 ２－イ－５１：エリア別検証結果グラフ（近畿 ペット・ペット用品） 
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（ケ）中国 
 

図表 ２－イ－５２：エリア別検証結果グラフ（中国 ペット・ペット用品） 
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（コ）四国 
 

図表 ２－イ－５３：エリア別検証結果グラフ（四国 ペット・ペット用品） 
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（サ）九州 
 

図表 ２－イ－５４：エリア別検証結果グラフ（九州 ペット・ペット用品） 
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2.4. オフィス・カルチャー 
（１）全国 
①販売額推計指数 

商業動態統計調査に対する POS データの占める割合（POS データ／商業動態統計）の平均値は５%
となっており、大きな差が生じている。カテゴリカバレッジおよび店舗カバレッジに起因する差と考えられる。 
POS データ/商業動態統計調査の推移より、差の変動が周期的であること、消費税率引上げおよび新型コ

ロナウイルス感染症拡大における緊急事態宣言時（2020 年４月、５月）に差の傾向が変化することがわか

る。 

 
図表 ２－イ－５５：販売額推計指数と商業動態統計調査の比較（オフィス・カルチャー） 
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②前年同期月比指数 

左図における相関係数は 0.340 と相関係数が低い。 
なかでも新型コロナウイルス感染症拡大における緊急事態宣言時（2020 年４月、５月）に商業動態統計調

査で前年同月比が低くなるのに対して POS データは高くなっており逆の傾向を示している。 

 
図表 ２－イ－５６：前年同月比指数と商業動態統計調査の比較（オフィス・カルチャー） 

 

 
③基準時点指数 

基準時点指数はおおむね傾向を追えている。左図における相関係数は 0.920 である。 
年末（12 月）、決算期（３月,８月）、４月にてズレが生じる傾向にある。 

 
図表 ２－イ－５７：基準時点指数と商業動態統計調査の比較（オフィス・カルチャー） 
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いずれのエリアにおいてもPOSデータの係数が正かつ p<0.01となっており、商業動態統計とPOSデ

ータに比例の関係があることが示された。関東を除いたエリアにおいて決定係数が 0.8 以上となっており、

回帰式の精度が高く商業動態統計と POS データの関係性が高いといえる。 
 
②エリア別検証結果グラフ 
（ア）北海道・東北 
 

図表 ２－イ－６０：エリア別検証結果グラフ（北海道 オフィス・カルチャー） 
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（イ）関東 
 

図表 ２－イ－６１：エリア別検証結果グラフ（関東 オフィス・カルチャー） 
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（ウ）東海・北陸 
 

図表 ２－イ－６２：エリア別検証結果グラフ（東海・北陸 オフィス・カルチャー） 
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（エ）近畿 
 

図表 ２－イ－６３：エリア別検証結果グラフ（近畿 オフィス・カルチャー） 
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（オ）中国・四国・九州 
 

図表 ２－イ－６４：エリア別検証結果グラフ（中国・四国・九州 オフィス・カルチャー） 
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2.5. カー用品・アウトドア 
（１）全国 

①販売額推計指数 

商業動態統計調査に対する POS データの占める割合（POS データ／商業動態統計）の平均値は１%
となっており、大きな差が生じている。カテゴリカバレッジおよび店舗カバレッジに起因する差と考えられる。 
POS データ/商業動態統計調査の推移より、差の変動が周期的であること、消費税率引上げおよび新型コ

ロナウイルス感染症拡大における緊急事態宣言時（2020 年４月、５月）に差の傾向が変化すること、僅か

ではあるが近年差が小さくなっていることがわかる。 

 
図表 ２－イ－６５：販売額推計指数と商業動態統計調査の比較（カー用品・アウトドア） 
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②前年同期月比指数 

左図における相関係数は 0.472 と相関係数が低い。 

 
図表 ２－イ－６６：前年同月比指数と商業動態統計調査の比較（カー用品・アウトドア） 

 

 
③基準時点指数 

傾向を追えていない。左図における相関係数は 0.135 である。 

 
図表 ２－イ－６７：基準時点指数と商業動態統計調査の比較（カー用品・アウトドア） 
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ほとんどのエリアにおいて p 値が優位となっておらず商業動態統計と POS データに関係があるとは言

い難い｡ 
 
②エリア別検証結果グラフ 
（ア）北海道・東北 
 

図表 ２－イ－７０：エリア別検証結果グラフ（北海道 カー用品・アウトドア） 
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（イ）関東 
 

図表 ２－イ－７１：エリア別検証結果グラフ（関東 カー用品・アウトドア） 
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（ウ）東海・北陸 
 

図表 ２－イ－７２：エリア別検証結果グラフ（東海・北陸 カー用品・アウトドア） 
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（エ）近畿 
 

図表 ２－イ－７３：エリア別検証結果グラフ（近畿 カー用品・アウトドア） 
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（オ）中国・四国・九州 
 

図表 ２－イ－７４：エリア別検証結果グラフ（中国・四国・九州 カー用品・アウトドア） 
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2.6. DIY 用具・素材 
（１）全国 
①販売額推計指数 

商業動態統計調査に対する POS データの占める割合（POS データ／商業動態統計）の平均値は１%
となっており、大きな差が生じている。カテゴリカバレッジおよび店舗カバレッジに起因する差と考えられる。 
POS データ/商業動態統計調査の推移より、差の変動が周期的であること、消費税率引上げおよび新型コ

ロナウイルス感染症拡大における緊急事態宣言時（2020 年４月、５月）に差の傾向が変化すること、僅か

ではあるが近年差が大きくなっていることがわかる。 

 
図表 ２－イ－７５：販売額推計指数と商業動態統計調査の比較（DIY 用具・素材） 
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②前年同期月比指数 

左図における相関係数は 0.507 と相関係数が低い。 
POS データでは全体的に商業動態統計調査と比較し低くなる傾向がある。 
また消費税率引上げ時に大きな乖離が生じている。 

 
図表 ２－イ－７６：前年同月比指数と商業動態統計調査の比較（DIY 用具・素材） 

 

 
③基準時点指数 

左図における相関係数は 0.287 であり傾向を追えていない。 

 
図表 ２－イ－７７：基準時点指数と商業動態統計調査の比較（DIY 用具・素材） 
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中国・四国・九州エリアを除いて p 値が優位となっており商業動態統計と POS データに関係があると

言えるが決定係数が低く、説明力は低い。 
 
②エリア別検証結果グラフ 
（ア）北海道・東北 
 

図表 ２－イ－８０：エリア別精度指標（北海道・東北 DIY 用具・素材） 
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（イ）関東 
 

図表 ２－イ－８１：エリア別精度指標（関東 DIY 用具・素材） 
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（ウ）東海・北陸 
 

図表 ２－イ－８２：エリア別精度指標（東海・北陸 DIY 用具・素材） 
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（エ）近畿 
 

図表 ２－イ－８３：エリア別精度指標（近畿 DIY 用具・素材） 
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（オ）中国・四国・九州 
 

図表 ２－イ－８４：エリア別精度指標（中国・四国・九州 DIY 用具・素材） 
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３．商業動態統計調査に対する POS データ活用可能性 
3.1. 検証結果から考察される活用可能性 

最後に本検証の結果を整理し、POS データの活用可能性について総括する。総括をするにあたって、以

下の点を評価軸とし、複数の項目から解釈を進める。 
(1) カテゴリカバレッジ：データ収集範囲としての網羅性の評価 
(2) POS/商業動態統計：絶対値として双方にどの程度の乖離があるかを評価 
(3) 相関係数・単回帰の有意性：双方の関連性の評価 
(4) 前年比指数における絶対誤差：累計指数の絶対値の影響を除いた場合の変動の近さを評価 
 
まず、活用可能性が高いと考えられるのは、電気、家庭用品・日用品、およびペット用品である。これらの

項目は絶対値として乖離するものの、指標間の相関が高く、前年比指数における絶対誤差も小さい。ただし、

この表に表れていない留意点として、ペット用品については、絶対値の差異が年々広がっており、全体の増

加トレンドを追えていない問題点があるため、さらなる検証が必要と考えられる。 
 
部分的に活用可能性があると考えられるのは、オフィス・カルチャーである。このカテゴリは相関が高く傾

向は追えているものの、絶対値の差異が大きかった。この理由はカテゴリカバレッジの低さにあると考えら

れ、カテゴリカバレッジを強化することにより商業動態統計調査に近い数値になると考えられる。 
 
一方で、カー用品・アウトドア、DIY用具・素材カテゴリは相関が低く絶対値の差異も大きかった。これらの

カテゴリは現状の POS データでは活用は難しいと考えられる。これは主にはカテゴリカバレッジが非常に低

いことに関係していると推察できるが、この強化は極めて困難性が高い。 
 

 
図表 ２－イ－８５：POS データ活用可能性の検討 
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しかしながら、今後、以下の観点でさらに検討・検証を進めることで、現在、商業動態統計調査（丁２調

査）で実施されているように、将来的には丁４調査の対象であるホームセンター業態においても、商業動態

統計調査の従来の統計調査手法（調査票と同等のデータ収集を行う方法）の代替として POS データを活用

できるようになることが期待される。 
 
①カテゴリカバレッジの向上に向けて 
（ア）データの収集方法や設計方法の違いについて 
本事業で活用した 2 社の POS データだけでは、商業動態統計調査の商品すべてをカバーすることが

できないため、2 社以外の POS データを合わせることで、カテゴリカバレッジを高めていくことができると

考えられる。 
ただ単純に同じカテゴリで複数社の POS データを活用する形だけではなく、カテゴリによって活用する

POS データの事業者を分けていくことで、その商品群に力を入れている事業者のデータを用いることも可

能と考えられる。 
なお、同一カテゴリにてデータを合算する際には、POS データの事業者ごとのデータの収集対象店舗

や、データの設計方法（サンプリング調査による拡大推計値データ、センサスデータ等）に留意する必要

がある。 
 
（イ）共通商品マスタ作成について 
複数社の POS データを活用する場合は、JAN コードをベースとして、共通の商品マスタを作成、使用

することで、同一商品が同一カテゴリに分類される。そのため、商品マスタ共通化の検討が必要である。 
 
（ウ）統計調査としての POS データ収集について 

POS データ事業者における店舗カバレッジ、カテゴリカバレッジの低さを解消するために、POS データ

事業者が収集している店舗・商品が限定されたデータを利用するのではなく、統計調査として商業動態統

計調査の対象チェーン（企業）から、調査票情報に必要なとなるチェーン全体の POS データを一式収集

する方法も考えられる。 
その場合、受領するデータの範囲等がホームセンター、チェーンで取り扱う全商品となるため、前述の

商品マスタの整備はやはり重要となる。 
対象チェーンから全体の POS データを収集する体制の構築・運用を民間事業者が対応するのか、商

業動態統計調査を所管する経済産業省が直接対応するのか等、今後のデータ収集体制については、さ

らなる検討が求められる。 
 
（エ）JAN コードが付与されていない商品のデータ把握に向けて 
今回検証の対象とした 6 つの商品に限らず、ホームセンターの取り扱い商材については、商品マスタ

が整備されていないものが多い。そのため、一般的に、JAN コードでの単品管理よりも、インストアコード

で管理されているものが多いと考えられる。 
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まずは、インストアコードで管理されている商品としてどういった内容があるか、ホームセンター個社の

状況を把握した上で、インストアコードを踏まえたマスタ作成を検討していく必要も考えられる。 
 
②調査票の個票データでの検証について 
カテゴリカバレッジ向上以外の観点としては、商業動態統計調査の個票データを踏まえた検証を行うこ

とも考えられる。 
商業動態統計調査の対象となっている、とあるチェーンの個票データについて、そのチェーン全体の

POS データを民間事業者側で準備することが可能であれば、POS データを活用する可能性を模索でき

るものと期待できる。 
次年度以降、ホームセンターのいずれかのチェーン全体のPOSデータを活用できる状況になれば、商

業動態統計調査の個票データとの検証を進めることで、商業動態統計調査での POS データ活用へのヒ

ントを見出すことができるものと期待される。 
 

（３）商業動態統計調査の速報性を補完するような時系列予測モデル作成に向けて 
POS データを活用することで、商業動態統計調査の統計結果の公表（速報：翌月下旬頃、確報：翌々月

中旬頃）前に、商業動態統計調査の過去の時系列推移と POS データの最新の推移から、商業動態統計調

査の統計結果の公表値を予測する時系列予測モデルを作成することで、公的統計の速報性を補完するこ

とが期待できる。 
本年度事業においては、以下の要因から、実際に予測モデル作成を行うことが難しいが、次年度以降に

予測モデルを作成することができれば、民間事業者の POS データを活用した商業動態統計調査の補完・

速報として活用に向けた取組が進むものと考えられる。 
 予測対象とする商品の選定 
 商業動態統計調査ホームセンター業態におけるデータポイント数 
 予測モデル作成に係る期間及びコスト 
 
なお、時系列モデルを作成する際には、筑波大学 教授 佐藤 忠彦氏による平成 28 年度の研究内容 2

を引用することで、より精度高く、効率的にモデル作成を進めることができると考えられる。佐藤氏の研究で

は、1店舗当たりに換算した販売金額を予測するモデルが提案され、商業動態統計調査にPOSデータを組

み合わせることで、予測精度が向上することが報告されている。 
 
①時系列予測モデルの概要 
現時点で想定している時系列予測モデルとしては、商業動態統計調査の過去のデータと、直近の

POS データを組み合わせることで、1 期先の月次データを予測する形である。 

 
2 経済産業省 平成 28 年度 IoT を活用した新ビジネス創出推進事業（ビッグデータを活用した新指

標開発事業）の一環として、POS データを活用した商業動態統計の速報性向上に関する研究を実施 
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がある。そのため、1 か月等の短期間での実施は難しく、１つのモデル作成には、数か月の期間とそれに

応じたコストが発生する。 
 
③時系列予測モデル作成後の検証について 
時系列予測モデルの作成後、以下の点についても留意が必要である。 

 
（ア）予測モデルとして POS データを活用することの有用性の検証 
現時点では、商業動態統計調査のデータのみから 1 期先の商業動態統計調査を予測するのではなく、

過去の商業動態統計調査のデータに POS データを組み合わせて予測モデルとして作成することを想定

している。 
ただし、予測モデル作成に当たっては、商業動態統計調査のデータのみから予測モデルを作成する場

合と、POS データとを組み合わせる場合で、どの程度予測精度が向上するのか等を検証する必要があ

る。 
その際、POS データと商業動態統計調査がある程度連動が取れていることが必要となる。今年度事

業として検証した商業動態統計調査とPOSデータの結果から、前述のとおり、カバレッジが低く連動が取

れていない商品については、カバレッジの向上が必要となる。一方、カバレッジがある程度あり、連動が

取れていない商品については、カバレッジ以外のどのような要因があるかを検討する必要がある。 
 
（イ）時系列予測モデルで利用する POS データの選定 
時系列予測モデル作成に当たって、POS データを組み合わせることが有用であると確認できた場合は、

POS データ提供事業者やデータ粒度等を選定する必要がある。 
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ウ．レシート読込データ等を用いた新指標の開発（業態：コンビニエンスストア、家電大型専門店） 
 
1.対象データ 
 本課題においては、家計簿アプリに入力されたデータを用いた指標の開発を行う。 
 家計簿アプリへのデータ入力は下図のとおり複数のチャネルがあるが、小売業態の場合の多くは会計時

にレシートが発行され、家計簿アプリのユーザーはそのレシートをアプリに取り込むことでレシートに記載さ

れている購買情報を自動的に記録することが可能となっている。 
 

図表 ２－ウ－１：家計簿アプリデータの入力と前処理イメージ図 

 
 
家計簿アプリのデータから業種（コンビニ、家電量販店）、商品分類（家具・家電）を識別し、また指標化す

るにあたり、Zaim の利用者数の変化に伴う消費額の増減の影響を取り除く目的で、2015年 1月から 2020
年 12 月まで毎月 1 回以上 Zaim での購買履歴があるユーザーに限定して集計した。また、マニュアル入力

のミスなどの影響を除去するため、「購買額の平均*」との誤差の絶対値が 3 標準偏差以上のログ（レシート

1 行単位）を除外した。（*月ごとにレシート 1 行あたりの平均を算出） 
 
1.1 コンビニエンスストア業態における購買記録データ 
以下の条件を対象に、購買データを抽出し、月次で集計した。 
<購買場所> 
購買場所が「コンビニ」かつ、店舗名にコンビニチェーンの名称が含まれるもの。 

<カテゴリ> 
Zaim 既定のジャンルのうち「食料品, 朝ご飯, 昼ご飯, 晩ご飯, 消耗品, タバコ, カフェ, 切手・はがき, 
飛行機, 新聞, 消費税, 書籍」を含むもの。 

 
1.2 家電大型専門店業態における購買記録データ 

以下の条件を対象に、購買データを抽出し、月次で集計した。 
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<購買場所> 
購買場所の店舗名に家電大型専門店等の名称が含まれるもの。 
なお、購買場所の名称に EC 特有の文字列（オンライン、ドットコムなど）を含むもの、あるいは主要 EC
サイト名を含むものについては「EC」として識別し、その他の店頭での購入と分類した。 

 
1.3 商業動態統計 
経済産業省 商業動態統計（コンビニエンスストア販売、家電大型専門店販売） 

https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syoudou/index.html 
 
2. レシート読込データ等を用いた新指標の開発と既存統計との比較 
2.1 コンビニエンスストア 
次の 3 つの指標を算出した。対象とする期間は 2015 年 1 月～2020 年 12 月であり、対象地域は全国、

対象商品は全分類である。2015年 1月～2015 年 12月の平均を 100 とした購買額の名目金額指数として

いる。 
①月次購買額 
②月次購買額の前月比 
③月次購買額の前年同月比 

 
2.1.1. 商業動態統計（コンビニエンスストア販売）との比較 

①コンビニ月次消費額 
図表 ２－ウ－２：コンビニ月次消費額の比較 

 
相関係数：0.916  
※2015 年 8 月近辺の Zaim 内のシステムトラブルの影響をなくすため、相関係数は 2016 年 1月以降

のデータで算出した。 
※Zaim の購買金額規模は商動の 0.074%程度。 
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②コンビニ月次消費額の前月比 

図表 ２－ウ－３：コンビニ月次消費額（前月比）の比較 

 
相関係数: 0.926 
※前月比：①に掲載したグラフのデータを基に、当月の値を前月の値で除して１を引いた値。 

 
③コンビニ月次販売額の前年同月比 

図表 ２－ウ－４：コンビニ月次消費額（前年同月比）の比較 

 

※2015 年 8 月近辺の Zaim 内のシステムトラブル影響により 2016 年 8 月のデータが異常値を示して

いる。 
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2.2 家電大型専門店 
次の３つの指標を算出した。対象とする期間は 2015 年 1 月～2020 年 12 月であり、対象地域は全国、

対象商品は全分類である。2015年 1月～2015 年 12月の平均を 100 とした購買額の名目金額指数として

いる。 
①家電月次消費額 
②家電月次消費額の前月比 
③家電月次販売額の前年同月比 

 
2.2.1. 商業動態統計（家電大型専門店販売）との比較 

①家電月次消費額 
図表 ２－ウ－５：家電月次消費額の比較 

 
相関係数: 0.739 
※Zaim の購買金額規模は商動の 0.014%程度である。 

 
②家電月次消費額の前月比 

図表 ２－ウ－６：家電月次消費額（前月比）の比較 
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相関係数: 0.853 
※前月比：①に掲載したグラフのデータを基に、当月の値を前月の値で除して１を引いた値。 

 
③家電月次販売額の前年同月比 

図表 ２－ウ－７：家電月次消費額（前年同月比）の比較 

 

相関係数: 0.446 
※前年同月月比：①に掲載したグラフのデータを基に、当月の値を前年同月の値で除して１を引いた

値。 
 
2.2.2. 家電大型専門店におけるチャネル別（EC・店舗）の購買動向 
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図表 ２－ウ－８：チャネル別家電購買動向 

 

※破線は後方 12 か月平均。 
 
家電大型専門店での購買額のうち、EC に分類されたものと店頭での購入とチャネル別に分割すると、

2016 年末頃より EC が増加傾向にあり、2020 年 4 月からは特に顕著に伸長していることが分かる。 
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エ．家計簿アプリデータを用いた新指標の開発（対象：個人の支出・決済手段の動向） 
1.対象データ 
家計簿アプリのデータから、ジャンル別の消費額や決済手段別の消費額を算出した。指標化するにあた

り、Zaim の利用者数の変化に伴う消費額の増減の影響を取り除く目的で、2015 年 1 月から 2020 年 12
月まで毎月 1 回以上 Zaim での購買履歴があるユーザーに限定して集計した。また、マニュアル入力のミス

などの影響を除去するため、「購買額の平均*」との誤差の絶対値が3標準偏差以上のログ（レシート1行単

位）を除外した。（*月ごとに各ジャンル別のレシート 1 行あたりの平均を算出） 
 
1.1. 決済手段別（キャッシュレス決済）購買額データ 

Zaim アプリデータに含まれる決済情報を基に月次の購買金額を決済手段別に分割した。 
<各決済手段の定義> 

cash: 自動連携されていない購買履歴（現金以外の決済手段で手入力しているものを含む） 
e-money: 電子マネーと連携した購買履歴 
card: クレジットカードと連携した購買履歴 
debit: 銀行引き落としの明細に デビット という文言が含まれている購買履歴 

※電子マネー、カードに含まれるブランドの一覧は以下のとおり。 
https://content.zaim.net/operations/website 

<ジャンル> 
Zaim 既定のジャンルのうち、下記に絞り込んだ。 
アクセサリー・小物、イベント、エステ・ネイル、ガソリン、カフェ、クリーニング、コスメ、ジム・健康、タク

シー、タバコ、プレゼント、ペット関連、レジャー、飲み会、映画・動画、音楽、下着、家具、家電、高速料

金、参考書、子ども関連、塾、書籍、消耗品、食料品、新聞、切手・はがき、宅配便、昼ご飯、駐車場、

朝ご飯、電車、晩ご飯、飛行機、美容院、病院代、放送サービス料金、漫画、薬代、洋服、旅行 
 
1.2. ジャンル別（サービス消費と想定されるもの）購買データ 
家計簿アプリ内に保有するジャンルごとに、月次の購買額を分割したもの。 

 
1.3 既存統計 

経済産業省 第３次産業活動指数 
https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result-1.html 

経済産業省 特定サービス産業動態統計調査 
https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/tokusabido/index.html 

内閣府 景気ウォッチャー調査 
https://www5.cao.go.jp/keizai3/watcher/watcher_menu.html 

 
2. 家計簿アプリデータを用いた新指標の開発と動向調査ならびに既存統計との比較 
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2.1. 決済手段別（キャッシュレス決済）購買額指標 
図表 ２－エ－１：決済手段別購買額の割合 

 
 
2015 年から 2020 年にかけて、キャッシュレス決済（現金以外）の割合がおよそ 35%拡大（約 20%⇒約

55%）しており、特にクレジットカード（card）決済、電子マネー等（e-money）決済の割合が拡大している。 
 
2.1.1. 飲食ジャンルにおける決済手段別（キャッシュレス決済）購買額指標 

 
図表 ２－エ－２：飲食ジャンルにおける単価別キャッシュレス決済比率 
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飲食サービス関連の card、e-money のシェア（購買額全体における該当決済手段分の割合）は 2019 年

10 月（ポイント還元事業）から特に card で伸長しており、また、単価が低いジャンル程その伸びが顕著に見

られる。一方で単価が高いほど、e-money のシェアは低くなる傾向がある。 
 
2.1.2. 洋服・消耗品ジャンルにおける決済手段別（キャッシュレス決済）購買額指標 

 
図表 ２－エ－３：洋服・消耗品ジャンルにおけるキャッシュレス決済比率 

 
 
e-money のシェアが特に伸びているジャンルとしては洋服、消耗品がある。両ジャンルに 2015 年時点で

も card のシェアが大きかったが、2018 年以降は e-money とともにさらに伸長している。 
購買単価や購買シーン（時間的な余裕の有無等）、購買者層の属性、民間事業者によるキャッシュバッ

ク・ポイント還元キャンペーンなどの条件がキャッシュレス決済との親和性に影響を与える可能性が考えら

れる。 
 
2.2. ジャンル別（サービス消費と想定されるもの）購買額指標 
2.2.1. 飲食ジャンルにおける購買額指標 

図表 ２－エ－４：飲食ジャンル別購買動向 
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2.2.2. 美容・ファッションジャンルにおける購買額指標 

図表 ２－エ－５：美容・ファッションジャンルにおける購買動向 

 
 
※美容：コスメ、エステ・ネイル、美容院 ／ ファッション：アクセサリー・小物、洋服 
 
③娯楽ジャンルにおける外出／家庭内購買額指標 

 
図表 ２－エ－６：娯楽関連ジャンルにおける購買動向 

 
※娯楽：外出（飲み会、レジャー、イベント）、家庭内（ゲーム、書籍、漫画） 

 
 
2.2.3. 特定ジャンルの購買額指標と既存統計との比較 
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図表 ２－エ－７：Zaim の小ジャンル集計値と第 3 次産業活動指数の比較 

パブレストラン，居酒屋（飲み会） 

 
 

織物・衣服・身の回り品小売業（洋服） 

 
 

美容業（美容院） 
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フィットネスクラブ（ジム・健康） 

 
 

図表 ２－エ－８：Zaim の小ジャンル集計値と景気ウォッチャー調査の比較 
交際費、美容・ファッション（左軸）／景気ウォッチャー調査（右軸） 
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オ．その他のビッグデータ＜電力需要データ（実施者：野村證券株式会社）＞ 
 
１．高頻度電力需要データを用いた製造業の生産活動の計測 
1.1. 先行研究 
製造業の生産活動を把握する上で、電力需要データの活用は有用である。現在では公表が行われてい

ないものの、電気事業連合会は 10 社大手電力会社の合計電力需要の実績値に加えて、産業用需要を表

す大口電力の需要を公表してきた。特に、産業用需要を表す大口電力の需要は、製造業の生産活動を把

握する上ではとても有用であった。図表２－オ－１に掲載した、製造業の生産活動を表す鉱工業生産指数

と、大口電力需要のデータを比較すると、両者は顕著に連動していることが分かるだろう。しかし、2016 年

度以降、電力小売全面自由化などに伴って用途別需要データの公表は停止されている。 
 

図表 ２－オ－１：鉱工業生産指数と大口電力需要 

 

出所: 経済産業省、電気事業連合会統計より作成 

 

一方で、大手電力会社は日中の電力消費データの公表を継続している。図表２－オ－２に関西電力が公

表しているある週の日中の電力需要データを掲載した。これらは、前述のように大口電力需要と、それ以外

の需要が分離されて公表されているわけではないものの、例えば、昼にかけて電力消費が増加し、夜にか

けて需要が低下していく傾向がみられるほか、平日の昼の時間帯には、一時的に電力需要が低下する傾

向がみられるなど、何らかの経済活動が反映されたデータであることが窺えよう。 
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図表 ２－オ－２：日中の電力の使用実績 

 

出所: 関西電力統計より作成 

 

この点を踏まえ、先行研究 3では、電力需要の代表的な変化特性を抽出するために、毎日の毎時間ごと

の電力使用実績のデータ（サンプル期間2016年4月以降の日次データ）を対象に主成分分析を行うと共に、

そこで得られた主成分ファクター等を用いた数理モデルを構築することで、製造業の生産活動を推計する手

法を提案した。 

これを踏まえ、今年度の指数開発事業では、使用電力データのエリアを拡張するとともに、それらのデ

ータに基づく週次推計モデルの作成を行った。更に、同様のアプローチに基づき、中小企業の製造業にお

ける生産活動を計測した中小企業製造工業生産指数の複製を行った。同指数は 2016年 12月確報分を持

って更新が停止しているが、本手法により、直近までの同指数の延長が可能となった。 

 

1.2. 本開発事業での分析アプローチ・使用データ 
本開発事業向けの指数を作成するにあたっては、はじめに前述の先行研究との差異を説明したい。先行

研究では、関西電力が公表する高頻度電力消費電力データに対して主成分分析を行い、抽出したファクタ

ー等を説明変数とした正則化回帰を行うことで、鉱工業生産指数を推計するモデルを提案している。 

本事業でも基本的なアプローチは変わらないものの、使用するデータとしては、先行研究で用いた関西

電力のデータに加えて、東京電力・中部電力のデータを新たに分析対象に加えた。これにより資源エネル

 
3 水門善之，和泉潔，坂地泰紀，島田尚，松島裕康，“高頻度電力需要データを用いた製造業活動のナウ

キャスティングモデルの構築”，人工知能学会第 35 回社会における AI 研究会，35 巻 1 号，pp.1-5，2019 
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ギー庁の電気事業者別出力統計表の上位 3 社をカバーする形となり、日本の広域における電力需要の把

握・分析が可能となった。なお取得対象の追加に伴い、一部電力事業会社で電力自由化（2016 年 4 月 1
日）以前のデータに欠損があること、およびデータ提供形式に差があることから、2013年2月以降の5分毎

データを用いていた先行研究に対し、今回は 2016 年 4 月以降の毎時データのみ使用している。 

 

1.3. 主成分分析結果 
次に、本分析で用いる 3 社（関西電力・東京電力・中部電力）の電力需要データの変動特性にどの程度

の違いがあるかを確認するべく、各社の日時の電力需要推移データに主成分分析を行い主要なファクター

の抽出を行った。各社の上位 4ファクターの寄与度（データの説明割合）を図表２－オ－３に掲載しているが、

これを見ると各社共に第 1 ファクターが全体の約 8 割~9 割、第 3 ファクターまでを合わせると全体のおよそ

99%を説明できていることが確認できる。 

 

図表 ２－オ－３：各電力事業会社の主成分ファクター寄与度 

関西電力 東京電力 中部電力

第1ファクター 88.4% 86.3% 88.1%

第2ファクター 8.6% 10.7% 9.2%

第3ファクター 1.9% 1.5% 1.5%

第4ファクター 0.6% 0.9% 0.8%

第5ファクター以降 0.5% 0.6% 0.4%  

出所：各電力事業会社の公表する電力使用実績データより野村作成 
注： 抽出対象期間 2016 年 4 月 1 日～2020 年 11 月 30 日 

 

更に、各ファクターが表現しているものを確認するため、主成分分析により算出した上位 3 ファクターの固

有ベクトルの形状を確認した。図表２－オ－４に掲載している各社データに対する固有ベクトルの形状を確

認すると、第 1 ファクターが電力需要のおおよその水準、第 2 ファクターが昼間・第 3 ファクターが夜間の電

力需要を表していると解釈でき、ファクター寄与度同様各社の電力需要の変動傾向がある程度類似してい

ることが確認できる。 

 

 

 

 



153 
 

図表 ２－オ－４：各電力事業会社の主成分ファクター固有行列の推移 

関西電力                   東京電力 

 

中部電力 

 

出所：各電力事業会社統計より野村作成 
抽出対象期間：2016 年 4 月 1 日～2020 年 11 月 30 日 

 
加えて、抽出した各ファクターがどの程度天候要因の影響を受けるかを確認したい。図表２－オ－５には

各主成分ファクターの月次推移と気温の変化を掲載しているが、各社共に第 1・第 2 ファクターは気温の変

化（季節性）の影響を強く受けていることが確認できる。冷暖房等の使用が電力需要に与える影響の大きさ

が窺えよう。また、第 3 ファクターについては、中部電力で季節性の影響を強く受ける一方、関西電力では

あまり影響が見られないなど、電力事業会社によっても若干の傾向の差異が見られている。 
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図表２－オ－５：各電力事業会社の主成分ファクターと各地の気温の推移 

関西電力                東京電力  

 

中部電力 

 

出所：各電力事業会社統計、および気象庁提供の気象データより野村作成 
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1.4. 月次回帰モデルの作成・検証 
次に、前節の主成分分析で抽出した、各電力事業会社の電力需要データの主成分ファクターを用いて、

先行研究と同様のアプローチに基づいて鉱工業生産活動の月次ナウキャスティングモデルを構築する。モ

デルの構築には、経済産業省による製造工業生産予測調査データも併せて使用する。被説明変数は鉱工

業生産指数（鉱工業、確報値、原指数）とし、説明変数には電力需要データ、主成分分析によるファクター

抽出の効果を検証するため以下の①～③の 3 つの組み合わせを使用する。 

 
図表２－オ－６：説明変数一覧 

説明変数① 製造工業予測調査（製造工業、当月見込、原系列）、電力需要月間合計、

各月ダミー 

説明変数② 製造工業予測調査（製造工業、当月見込、原系列）、電力需要上位 5 ファ

クター（それぞれ月間平均）、各月ダミー 

説明変数③ 製造工業予測調査（製造工業、当月見込、原系列） 

 

使用する数理モデルには、残差平方和（RSS、 Residual Sum of Squares）を最小化するように推計す

る標準的な線形回帰以外に、RSS に正則化項を加え過学習の影響を軽減したリッジ（Ridge）回帰、ラッソ

（Lasso）回帰、エラスティックネット（Elastic Net）の計 4 モデルを用いた。また、前節の「分析アプローチ・使

用データ」で触れたように電力需要データの取得範囲には制約があることから、本分析では各推計時点に

おいて（推計時点のデータを除く）過去 2 年分のデータを用いてモデルの学習を行い、推計月においては学

習済みのモデルに各種説明変数を入力することで、鉱工業生産指数の推計を行った。 

 

線形回帰 の を 

を最小化するように推計 

リッジ回帰：  

ラッソ回帰：  

エラスティックネット：  
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図表 ２－オ－７：各モデルの概要、および推計のイメージ図  

 

出所：野村作成 

 

このように各種説明変数の組、及び数理モデルに基づいて算出した鉱工業生産指数の推計精度を評価

するために、生産指数の推計値と実績値の二乗平均平方根誤差（RMSE、 Root Mean Squared Error）を
確認した。図表２－オ－８に各電力会社・説明変数セット・モデルにおける推計精度（RMSE）を掲載してい

るが、すべての電力会社で、電力需要データを説明変数に用いない説明変数③の組よりも電力需要データ

を説明変数に採用した説明変数①・②の組の方が、推計精度が高い（RMSE が小さい）ことが確認された。 

かつ中部電力以外では単に電力需要の月次合計を織り込んだ説明変数①よりも、需要水準を主成分フ

ァクターに変換した説明変数②の方が推計精度が向上した。更に、図表２－オ－９には、本提案モデルに

基づく推計結果と実際の鉱工業生産指数の比較を掲載したが、本手法のように学習期間を適宜ローリング

させたアウトオブサンプルでの推計結果にも関わらず、コロナ禍の影響が懸念される 2020 年の間も含めて

良好な推計精度を維持できていることが確認できた。 

 

図表 ２－オ－８：各電力事業会社データを用いたモデル別の鉱工業生産指数の推計精度（RMSE） 

関西電力 

説明変数① 説明変数② 説明変数③

線形回帰 1.924 2.576 2.065
Ridge回帰 1.902 1.976 2.013
Lasso回帰 1.832 1.781 2.032
ElasticNet 1.792 1.740 1.940  
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ここでは、週次ベースの電力需要データを、推計モデルの説明変数に使用することから、月次ベースに

均したデータを使用する場合に比べて、出力結果のノイズ・変動性が大きくなる。この問題を軽減するため、

以下では、関西電力・東京電力・中部電力のそれぞれの電力需要データを用いた 3 つの推計モデルを作成

し、それぞれのモデル推計値を経済産業省地域別統計表より算定した各電力事業会社の電力供給エリア

の生産額で加重平均し、さらに平均値に対して片側HP フィルタを適用することで平滑化を行った。図表２－

オ－１２に掲載した週次ベースの出力結果を見ると、速報性（リアルタイム性）を維持しつつ、ノイズの除去

ができており、月次の生産指数推移をおおよそ捉えた週次ベースの推計が行えていることが確認できる。 

 

図表 ２－オ－１１：週次出力モデルのイメージ図と出力結果 

 

出所：野村作成 
図表 ２－オ－１２：週次出力モデルに基づく週次推計値と月次ベースの実績値 

 

出所：経済産業省統計より野村作成 
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1.6. 中小企業製造工業生産指数のレプリケート 
次に、鉱工業生産指数の推計に用いたものと同様の説明変数・モデルを用いて、中小企業の製造業に

おける生産活動の把握を目的として公表されていた中小企業製造工業生産指数のレプリケートを試みる。 

中小企業製造工業生産指数は 2016 年 12 月確報分をもって更新が停止されており、かつ説明変数とし

て用いている平成 27 年基準製造工業生産予測調査の提供が 2013 年 2 月以降となっているため、ここで

は 2013 年 2 月～2016 年 12 月の間のデータを用いてモデルの構築を行った。被説明変数、説明変数、お

よび回帰モデルには以下の通りである（前項で用いていた説明変数①のセットについては省略）。なお電力

使用量のデータについては、2016 年 3 月以前のデータを公表していた関西電力のみ使用した。 

はじめに使用する説明変数のペアを選択するために、2013 年 2 月～2015 年 12 月をモデル学習期間と

し、2016 年のモデル推計値と実績値の二乗平均平方根誤差(RMSE)を確認した。結果、説明変数②を用

いた場合の RMSE は 2.335、説明変数③を用いた場合の RMSE は 3.418 となった。モデルの学習期間が

短いものの、中小企業製造工業生産指数の推計においても電力使用量の推移を考慮することでモデルの

精度が改善（RMSE が減少）することが確認できた。 

 
図表 ２－オ－１３：被説明変数・説明変数一覧 

被説明変数 中小企業製造工業生産指数（製造工業・生産原系列） 

説明変数② 製造工業予測調査（製造工業、当月見込、原系列）、電力需要上位

5 ファクター（それぞれ月間平均）、各月ダミー 

説明変数③ 製造工業予測調査（製造工業、当月見込、原系列） 

回帰モデル Elastic Net 

 

この結果を踏まえ、上記の説明変数②を用いたモデルをベースに、中小企業製造工業生産指数のデー

タが取得可能な 2013 年 2 月～2016 年 12 月の全期間を利用してモデルの学習を行うことで、2017 年以

降の疑似的な中小企業製造工業生産指数の再現を行った。図表２－オ－１４には中小企業製造工業生産

指数に加え、参考として学習期間を揃えた鉱工業生産指数の推定結果も掲載した。これによると、少なくと

も鉱工業生産指数についてはモデル学習期間後の 2017 年以降も鉱工業生産指数に対しある程度の追従

性を持っていることが確認できる。中小企業製造工業生産指数については 2017 年以降の公表が停止され

ているため正解データとの比較ができないものの、モデル学習期間において鉱工業生産指数と中小企業製

造工業生産指数の推移が類似していることを考慮すると、中小企業製造工業生産指数についても 2017 年

以降の動向をある程度反映できていると推察できる。 
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図表 ２－オ－１４：中小企業製造工業生産指数、および鉱工業生産指数のモデル推定結果 

中小企業製造工業生産指数 

 

鉱工業生産指数 

 

出所：経済産業省統計、および関西電力統計より野村作成 

 

２．製造業の業種別電力需要データの分析 
GDBL（Grid Data Bank Lab）の提供する関東圏の業種別電力需要データ（2019年3月～2020年3月、

月次ベース）を基に、業種ごとに対応する活動指標（鉱工業生産指数・第３次産業活動指数・商業動態統

計）との比較を行った。なお、提供された電力需要データ内での業種分類名と各活動指標での業種分類名

に若干の差異があるため、本項においては付録に掲載している表の通り業種分類の関連付けをした上で

分析を行った。 

図表２－オ－１５に、関東圏における自動車工業の電力需要データと、鉱工業生産指数の同業種の系列

（全国版及び経済産業省関東経済産業局が公表している関東版の指数）の比較を掲載した。いずれも概ね

の連動が確認されよう。また、主要製造業種の場合、製造工業生産予測調査により、翌月分までの生産計

画が開示済みである点を踏まえ、参考までにそれらも併せて掲載した。 
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図表 ２－オ－１５：自動車工業の電力使用量と生産指数及び生産予測調査 

 

出所：GDBL、経済産業省統計より野村作成 
注：電力使用量の単位は万 kWh 

 

更に図表２－オ－１６では、各業種の電力需要データと対応業種の鉱工業生産指数（全国版及び関東

版）との相関係数を掲載した。これによると、製造業の中でも業種によって、電力需要と生産量の相関にば

らつきがあることが分かるだろう。参考までに、これらの業種の中でも相関が高い、木材・木製品工業及び

プラスチック製品工業の系列を図表２－オー１７に掲載した。 

ただし、計測対象のサンプルの違いや、気温・天気の影響等が存在することから、必ずしも両者が常に連

動しているわけではない点には注意が必要だろう。なお、昨今、様々なデータ（いわゆるオルタナティブデー

タ等）を用いることで、ミクロレベルでの産業活動も高精度で捉えられるようになっており 4、更には、主要製

造業種の場合は、製造工業生産予測調査により、翌月分までの生産動向をあらかじめ概ね把握することが

可能となっている。1 の主成分分析結果で示した通り、電力需要データには気温等の影響を受けるファクタ

ーが一定の寄与度を占めていることから、業種別データにおいても、天候要因の影響を受けたノイズが含ま

れていることが想定される。そのため、製造業の生産活動の把握を目的として、電力需要データを使用する

場合には、ノイズの影響を軽減するためにも、前述した他のオルタナティブデータと組わせることは有効で

あると考える。 

 

 

 

 

 
4 水門善之, 柳井都古杜, 携帯電話 GPS データに基づく自動車生産量のナウキャスティングと株式投資戦

略, 人工知能学会第 25 回金融情報学研究会, pp. 9-12, 2020 
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図表 ２－オ－１６：製造業の業種別電力使用量と鉱工業生産指数の業種別系列の相関ヒートマップ 

業種名 相関係数 相関係数（関東）

食料品・たばこ工業 0.289 0.325
繊維工業 0.400 0.320
木材・木製品工業 0.795 0.821
家具工業 0.497 0.455
パルプ・紙・紙加工品工業 0.431 0.102
印刷業 0.176 0.312
化学工業 0.410 0.547
石油・石炭製品工業 0.190 0.177
プラスチック製品工業 0.781 0.766
ゴム製品工業 0.548 0.556
窯業・土石製品工業 -0.270 -0.086
鉄鋼業 0.457 0.283
非鉄金属工業 0.038 -0.063
金属製品工業 0.553 0.479
汎用機械工業 0.477 0.450
生産用機械工業 0.412 0.498
業務用機械工業 0.280 0.208
電子部品・デバイス工業 0.214 0.537
電気機械工業 0.132 0.026
情報通信機械工業 0.032 -0.309
輸送機械工業 0.422 0.421
その他工業 0.474 0.433  

出所：GDBL、経済産業省統計より野村作成 

 

図表 ２－オ－１７：製造工業の電力使用量と生産指数の推移（高相関業種） 

 

出所：GDBL、経済産業省統計より野村作成  注: 電力使用量の単位は万 kWh 
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図表 ２－オ－１８：（付録）電力需要データ・鉱工業生産指数業種分類対応表 

電力需要データ側業種分類 対応業種（鉱工業生産指数）

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業 繊維工業

木材・木製品製造業（家具を除く） 木材・木製品

家具・装備品製造業 家具工業

パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙・紙加工品工業

印刷・同関連業 印刷業

化学工業 化学工業

石油製品・石炭製品製造業 石油・石炭製品工業

プラスチック製品製造業（別掲を除く） プラスチック製品工業

ゴム製品製造業 ゴム製品工業

窯業・土石製品製造業 窯業・土石製品工業

鉄鋼業 鉄鋼業

非鉄金属製造業 非鉄金属工業

金属製品製造業 金属製品工業

はん用機械器具製造業 汎用機械工業

生産用機械器具製造業 生産用機械工業

業務用機械器具製造業 業務用機械工業

電子部品・デバイス・電子回路製造業 電子部品・デバイス工業

電気機械器具製造業 電気機械工業

情報通信機械器具製造業 情報通信機械工業

輸送用機械器具製造業 輸送機械工業

その他の製造業 その他工業

食料品・たばこ工業

 

出所：GDBL、経済産業省統計より野村作成 
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AIS によって発信される情報はメッセージフォーマットが決まっており、発信内容に応じて type 1~27 まで、

多様なフォーマットが存在する。以下に message type の例を示す。 
 

Type 1~3 - Position Report Class A 
MMSI※、位置情報、速度、船首方位など 

Type 5 - Static and Voyage Related Data 
 MMSI、コールサイン、船名、船種、喫水、目的地など 
 
なお、MMSI（Maritime Mobile Service Identity: 海上移動業務識別コード）とは、DSC（デジタル選択呼

出）通信装置を搭載した船舶・地上局に認識番号として交付される番号である。 
 
1.2. 名古屋港管理組合による船舶入出港情報 
 特別地方公共団体 名古屋港管理組合（1951 年 9 月 8 日設立）は、港湾区域及び港湾施設を維持管理

すること、港湾の発展のため必要な調査研究及び統計資料の作成を行い、港湾の利用を宣伝すること等の

事務を行う組織であり、当該事務の一環として名古屋港に入港、出港する船舶の情報を収集・管理してい

る。 
 
 船舶の入港、出港の情報は名古屋港管理組合 船舶入出港情報（https://www2.port-of-nagoya.jp/）とし

て、一定期間公開されており、当該情報には、船舶の船名、コールサイン、総トン数（船の容積を、100 立方

フィートを 1 トンと定めた値。）、全長、船種、入港予定時刻、出港予定時刻等が含まれている。 
 
 本事業におけるAIS データの対象期間は平成 27年（2015 年）～平成 29年（2017 年）であり公開期間は

過ぎていたが、名古屋港管理組合の協力のもと過去分（2015年～2020年）のデータ提供を受けることがで

き これによって後述する AIS データに基づく入出港推定アルゴリズムの妥当性を検証することが可能とな

った。 
 
1.3. 既存の経済統計等 

AIS データを用いた新指標の特性や妥当性検証の参考情報とするため、既存の公的統計情報を比較用

の対象として用いた。愛知県、名古屋は日本有数の工業地帯である中京工業地帯の中核を占めており、船

舶の入出港の活況度合いは、当該工業地帯の活況度合いと一定程度関係していることが推察された。 
 
以上を踏まえて、比較用の公的統計として、以下のとおり鉱工業における代表的な公的統計である鉱工

業指数（IIP）の全国／地域別を、また参考情報として勤労統計、普通貿易統計を選定した。具体的な統計

の名称等は以下のとおり。 
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経済産業省 鉱工業指数 
https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/iip/b2015_result-2.html 

経済産業省 中部経済産業局 東海 3 県（岐阜、愛知、三重）鉱工業生産指数 
https://www.chubu.meti.go.jp/a51chosa/iip.html 

愛知県 愛知県鉱工業指数 
https://www.pref.aichi.jp/soshiki/toukei/iip.html 

財務省 普通貿易統計 
https://www.customs.go.jp/toukei/search/futsu1.htm 

 
２．AIS データを用いた新指標の開発 
2.1. 指標算出に向けたデータ処理概要 

本実証においては、AIS データに対して以下２つの処理を実行した。 
①入出港推定：名古屋港における船舶の入港、出港を推定する。 
②新指標算出：①の推定、計数後に各種属性情報等を掛け合わせ指標化する。 

 
①入出港推定 
 各船舶 AIS データに含まれる位置座標の時系列データを用いて、入港・出港の推定を行った。具体的

な手順は以下のとおり。 
・船舶を一意に識別する MMSI を一単位として、AIS データ受信時刻を昇順に並び替える。 
・入港に際して侵入することが想定される範囲（係留場所）の座標範囲を指定する。 
・船舶（MMSI）ごとに時系列で位置変化を追跡する。 
・船舶の位置が上の範囲外から範囲内に入ったら入港と判定し、その時刻のレコードを記録する。 
・同様に、上の範囲内から範囲外に出たら出港と判定し、その時刻のレコードを記録する。 
 

図表 ２－カ－２：入出港推定のイメージ 

 
 
 なお、上述の入出港推定を応用する形で、特定区域の船舶の通航量を判定することが可能となる。具

体的な手順は以下のとおり。 
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・船舶を一意に識別する MMSI を一単位として、AIS データ受信時刻を昇順に並び替える。 
・通航量を推定する範囲（通過区域）の座標範囲を指定する。 
・船舶（MMSI）ごとに時系列で位置変化を追跡する。 
・上の範囲外から範囲内に入り再度範囲外に出たら通過と判定し、その時刻のレコードを記録する。 

 
図表 ２－カ－３：通過判定のイメージ 

 

 
②新指標算出 
①で推定した入港・出港の記録を基に、入港数、出港数をカウントし、同時に AIS データ等に含まれる

各種項目のうち、下図に示されるような船舶の大きさや積荷の量に関係すると想定される喫水の値等を

掛け合わせ、また船種の情報によって集計単位を設定するなどして指標化を行った。 
 

図表 ２－カ－４：AIS データにおける船舶の諸元名称 

 
 
上図に記載の諸元名称を用いて、船舶の大きさならびに積荷の量に関係すると想定される指標を図

式的に示すと以下のとおりとなる。 
 
船舶の大きさ 

= 船の長さ × 幅 
= (to_bow + to_stern) ×(to_port + to_starboard) 
⇒船舶ごとに異なる値となる。 
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積荷の量を表しうるもの 

= 船舶の大きさ × 喫水 
= (to_bow + to_stern) ×(to_port + to_starboard) × draught 
⇒船舶ごとかつ航海（出港）ごとに異なる値となる。 

 
特に、AIS データに含まれる喫水情報（上図中の「draught」）については、本来は座礁等を回避するた

めの情報であり、以下に例示のとおり航海（出港）の都度更新されるものである。しかしながら、喫水線は

積載物の重量に比例することから、この情報が積荷の量を表しうる変動量として機能することが期待され

る。 
図表 ２－カ－５：船舶の入港時と出港時の喫水の変化の例示 

 
 
特定の船舶に着目した場合の一連の流れのイメージを以下及び下図に示す。 

 
A 地点（名古屋港の範囲外の場所）をある船舶（Ship-1 とする）が航行しており、Ship-1 のその時点

（2017 年 10 月 1 日時点）の喫水は 7.0m である。 
⇒このデータは指標の入力情報にはならない。 

↓ 
Ship-1 の位置情報の時系列変化を追うと、ある時点で名古屋港の範囲内に入る（喫水は 7.0m）。 
⇒この時点（2017 年 10 月 1 日）のデータに推定入港数１がカウントされ、Ship-1 の大きさの情報と

喫水の情報と合わせて入港に関する指標の入力情報となる。 
↓ 

Ship-1 は名古屋港の範囲内にある B 地点（実際には指定された係留場所）に一定期間留まる。 
⇒このデータは指標の入力情報にはならない。 

↓ 
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図表 ２－カ－８：名古屋港への入出港判定のために指定した範囲のイメージ 

 
 
また先述の通り、名古屋港管理組合より名古屋港における船舶の入港出港記録（係留した船舶の情報）

を入手していたため、AIS データに基づく推定数と名古屋港管理組合の記録情報とを比較し、推定の妥当

性を確認した。AIS データに基づく推定入出港数（AIS）と名古屋港管理組合の記録情報の集計値（管理組

合）は以下のとおり。 
 

図表 ２－カ－９：推定入出港数と名古屋港管理組合入出港数との比較 

 

 
左の表は単純な推定結果と記録情報の集計である。右の表は名古屋港管理組合の記録情報から旅客

船以外の船舶において AIS 搭載義務がない 300 総トン未満の船舶を除外し、また AIS データに基づく推定

入出港のデータから ship type 52（タグボート（曳船・押船）を指す。大型船等の入出港に際して港湾を往復

するため、名古屋港への入港出港をしないが、名古屋港として指定した範囲の内外を行き来することが想

定される。）を除外し、より実態に即したデータに絞り込んだ値である。 
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より実態に近いと思われる右の表の値を見ると、入港、出港ともに AIS データに基づく推定入出港数と名

古屋港管理組合の記録情報の集計値との差は、2017年に2万2千回程度の入港／出港がある中で、200
未満となっており、AIS データに基づく推定が相当程度妥当であると考えられる。 

 
なお、2.1. で述べた入出港推定を応用した特定区域の船舶の通航量推定の処理について、上述の名古

屋港管理組合の記録と照合することを念頭に、名古屋港への入港、出港に際して必ず通過すると考えられ

る範囲（下図左側の赤い範囲）を指定して実行した結果は以下のとおり。 
 

図表 ２－カ－１０：通航量推定の指定範囲と推定通航量と入港数の比較結果 

 

 
AIS データに基づく推定通航量の方が名古屋港管理組合の入港記録と比べて定常的に多いが、これは

指定区域を通過するのみで入港（港に係留）しない船舶が一定程度存在することが原因の一つと思われ、

増減については一定程度合致していることが分かる。 
 

2.3. 指標の算出と既存統計との比較 
AIS データに基づく推定入出港数をベースに 2.1. で述べた６つの指標 AIS 指標 C-in、AIS 指標 C-out、

AIS 指標 S-in、AIS 指標 S-out、AIS 指標 D-in、AIS 指標 D-out を算出したが、今回は日本有数の工業地

帯にある名古屋港を対象としていることから、生産拠点・輸出拠点としての特性に重点をおいて、出港側

（末尾が out の指標）の指標に着目した。 
 
以下は出港側の AIS 指標 C-out、AIS 指標 S-out、AIS 指標 D-out の 2015 年～2017 年における月次
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指標のグラフである。 
 

図表 ２－カ－１１：出港に関する AIS 指標 

 

 
 以降、この３つの指標と 1.3. で述べた既存の統計との関係を見ていくが、先述のとおりAISデータの特徴

の一つであり、航海の都度変動する喫水の情報が含まれる AIS 指標 D-out に特に着目する。 
 
2.3.1. 愛知県 愛知県鉱工業指数 生産原指数（鉱工業）との比較 

 
図表 ２－カ－１２：AIS 指標と愛知県鉱工業生産指数との比較 
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2.3.2. 中部経済産業局 東海 3 県（岐阜、愛知、三重） 生産原指数（鉱工業）との比較 
 

図表 ２－カ－１３：AIS 指標と東海 3 県鉱工業生産指数との比較 

 

 
2.3.3. 経済産業省 鉱工業指数 生産原指数（鉱工業）との比較 

 
図表 ２－カ－１４：AIS 指標と鉱工業生産指数との比較 

 
 
 
2.3.4. 財務省 普通貿易統計 名古屋税関 機械類および輸送用機器（輸出）との比較 
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図表 ２－カ－１５：AIS 指標と名古屋税関 機械類および輸送用機器（輸出）との比較 

 
 
2.3.5. 財務省 普通貿易統計 名古屋税関 機械類および輸送用機器（輸入）との比較 
     （本グラフの比較のみ、AIS 指標には入港データを用いた） 

 
図表 ２－カ－１６：AIS 指標と名古屋税関 機械類および輸送用機器（輸入）との比較 

 

 
2.3.6. 財務省 普通貿易統計 名古屋税関 輸出（金額） 

・鉄道用及び軌道用以外の車両並びにその部分品及び附属品 
・乗用自動車その他の自動車                        ・・・との比較 
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図表 ２－カ－１７：AIS 指標と名古屋税関 自動車関連（輸出）との比較 
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図表 ２－３－３：概観把握用ダッシュボード作成イメージ 

 
 
 

（補足）ダッシュボードの補足的機能について 
ダッシュボード内の小売販売額指標の前年同週（月）比の結果（地図上の〇）にカーソルを合わせる

と、当該データの時系列データがポップアップで表示されるように対応した。なお、ダッシュボード上で

はソート対象期間の結果のみ表示される。 
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図表 ２－３－４：概観把握用ダッシュボード補足機能イメージ 

 
 
 
改善結果②：時系列把握用ダッシュボードの作成 
 表示年・業態・地域といった表示対象をソートし、小売販売額指標の前年同週（月）比の時系列推移

を出力できるようなダッシュボードを作成した。対応事項は以下のとおり。 
 ソート内容 

 表示単位：月次 or 週次 
 表示年：2012 年～2021 年で複数選択（選択年が横軸として追加される） 
 業態：5 業態から 1 つを選択 
 地域：地域区分（全国を含む）から 1 つを選択 

 可視化内容 
 選択したソート対象（業態×地域）における小売販売額指標の前年同週（月）比を表示 
 横軸は週または月で、ソート時の選択年を並べて表示 
 縦軸は品目大分類で、ソート時の選択業態における品目を表示 
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 グラフの右端は、最新値を表示 
 

図表 ２－３－５：時系列把握用ダッシュボード作成イメージ 

 
※ 「週次」、「2019 年～2021 年」、「家電大型専門店」、「全国」を選択した場合の表示結果 
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（補足）ダッシュボードの補足的機能について 
同一時間断面における品目間の比較をしたいというニーズに応えるべく、ダッシュボード上の特定の

点をクリックすると、表示年全体で同一時間軸において縦線が表示され、表示された品目大分類にお

ける、その時間軸での指標値（小売販売額指標の前年同週（月）比）が表示される機能を追加した。 
 

図表 ２－３－６：時系列把握用ダッシュボード補足機能イメージ 
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ア．調査バウンダリの考え方 
個人消費、サービス分野において利用可能なデータに関して、幅広なサービス業態とビッグデータ

区分（潜在的なものを含む）によるマトリックスを念頭において、調査バウンダリを設定した（図表３－３

－２）。当該バウンダリにおいて、具体的にどのような事例・データがあるか俯瞰的・包括的に調査を行

った。 
 

 なお、国内におけるサービス業態を念頭に調査を行っているため、本調査結果は国内動向を示すも

のとなっている。 
 

図表 ３－３－２：調査バウンダリの考え方 

 

 
 

イ．情報収集・整理の区分 
情報収集・整理においては、サービス業態（縦軸）とビッグデータ（横軸）の 2 軸のマトリックスを念頭

に置きつつ、調査の目的を踏まえて以下のような区分を設定した。 
 

 サービスに業態（縦軸）について 
 網羅性の観点で、日本標準産業分類の中分類までを確認し、個人消費に関わる業態を

抽出したものを縦軸の項目区分とした。 
 当該区分のうち、経済産業省の「商業動態統計調査」及び「特定サービス産業動態統計

調査」の対象であるものと、そうでないものを更に振り分けした。 
 

 ビッグデータ（横軸）について 
 ビッグデータの区分については様々な整理があるところであるが、本調査においては、
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総務省の審議会における整理（図表３－３－３）を援用し、本調査における整理の下敷

きとした。 
 

なお、潜在的ビッグデータ（横軸）について、消費行動に関わるものとして「売上関連データ」及び「そ

の他データ」、消費行動（サービス）に直接関わらない「外部データ」と区分けすると、公的統計における

ビッグデータ活用上の論点に対して、マトリックスの各領域におけるビッグデータがもつ機能・効果との

関係を大まかに整理することができると考えられる（図表３－３－４）。 
 

図表 ３－３－３：採用したビッグデータ区分 

 
（出所）総務省 情報通信審議会 ICT 基本戦略ボード「ビッグデータの活用に関するアドホックグループ」資料より 
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図表 ３－３－４：情報収集・整理の区分と各ビッグデータの効果イメージ 

  

※「商動」は商業動態統計、「特サビ」は特定サービス産業動態統計調査を指します。 
 
 

ウ．調査フロー 
 本調査においては、まず 1次整理として、調査バウンダリにおいてどのようなビッグデータがあるか広

く全体感を押さえた。次に、2 次整理として、1 次整理結果を下敷きに、直接的消費行動の把握や（経

済産業省により既存の）公的統計調査の補完に資すると考えられる主要な区分に対する精査を行っ

た。 
以下に、1 次整理及び 2 次整理の内容を示す。 

 
 俯瞰マップ整理（1 次整理） 

 前述のサービス業態（縦軸）とビッグデータ（横軸）の 2 軸のマトリックスの各区分におい

て、どのようなビッグデータがあるか、潜在的なものも含めて調査・整理を行った。 
 ただし、あくまでも検討の下敷きとしての全体感を把握することを目的としたものであり、

かつ公開情報等をもとにした机上調査に基づくものであるため、整理結果については完

全性を担保するものではない点には留意されたい。 
 

 主要区分精査（2 次整理） 
 上記の俯瞰マップ（1 次整理）を下敷きに、（特に経済産業省が実施する）公的統計調査
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の補完性の観点で、直接的な消費行動の把握や間接的な消費行動の推定の資するビ

ッグデータにどのようなものがあるか精査を行った。 
 具体的には、当該主要区分において利活用が想定されるビッグデータについて、どのよ

うなプラットフォームがあり、プラットフォーマーとしてどのような事業者がいるかを調査・

整理した。 
 加えて、俯瞰マップ（1 次整理）から潜在的なビッグデータ活用可能性があるものの、プ

ラットフォーマーがいない／いてもまだ市場として確立していない（事業者が限定的であ

る等）領域について確認を行った。 
 

上記を踏まえた調査フローは図表３－３－５のとおり。 
 

図表 ３－３－５：調査フロー 
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ⅲ）調査結果 
 調査結果については以下のとおり。 
 
ア．俯瞰マップ整理（1 次整理）結果 

1 次整理としての、俯瞰マップ整理結果は図表３－３－６のとおり 
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イ．主要区分精査（2 次整理）結果 
1 次整理（俯瞰マップ整理）結果を踏まえつつ、公的統計へのビッグデータ活用可能性について検討

を進めるにあたり、プラットフォーム／プラットフォーマーの視点でどのような主体がどのようなデータを

保有しているかについて整理を行った。 
 

 プラットフォーム／プラットフォーマーについては、1 次整理におけるデータ整理区分（総務省整理区

分を援用した8区分）を土台としつつ、以下のような本調査上での定義（データ属性に係る再整理）を行

った（図表３－３－７）。 
 

 第 1 段階：データそのものの属性に基づく整理 

 1 次整理におけるビッグデータ 8 区分を、以下 2 の属性で振り分けを行った。 

• 直接的な消費行動把握用データ（主要区分精査における主対象）： 

- オペレーションデータ（POS 等） 

- ウェブサイトデータ（EC 購入履歴等） 

• 間接的な消費行動推定用データ：上記以外 

 

 第 2 段階：プラットフォーム／プラットフォーマーの属性に基づく整理 

 直接的消費行動把握用データについては、販売者側又は消費者側のいずれに帰属す

るデータを対象としたプラットフォームであるかを踏まえて整理を行った。 

• 販売者に帰属するデータ（売上データ） 

• 消費者に帰属するデータ（支出額データ） 

 間接的な消費行動推定用データのうち、特に付加価値の創出に資すると考えられるも

のとして、大きく以下 2 つのデータタイプに対するプラットフォームの整理を行った。 

• 消費者属性データ（ID-POS 等） 

• 特定領域データ（位置情報等） 

 また、複数のプラットフォームを組み合わせた複合事例についても事例確認を行った。 
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上記を踏まえつつ、ここでは以下の観点で結果を整理する。 
 

イ-①. 直接的消費行動把握用データに係るプラットフォーム／プラットフォーマー整理 

イ-②. 間接的であるが付加価値創出に資するプラットフォーム／プラットフォーマー整理 

I.   消費者属性データ及び特定領域データに係る整理 

II.   複合事例等整理 

III. 潜在的ビッグデータ活用可能性検討 ※上記①②以外のデータ活用可能性への検討 

 
図表 ３－３－７：プラットフォーム／プラットフォーマー視点でのデータ属性再整理 
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イ-① 直接的消費行動把握用データに係るプラットフォーム／プラットフォーマー整理結果 

 直接的消費行動把握用データに係る主要なプラットフォームについては、図表３－３－８に示す整理

が考えられる。また、各プラットフォームにおけるプラットフォーマーについて、販売者帰属データに係る

主体の例を図表３－３－９に、消費者帰属データに係る主体の例を図表３－３－１０に示す。 
 
各プラットフォームが、どのような業種におけるデータをカバーするかについて整理をすることで、ビ

ッグデータ（プラットフォーム）による公的統計の補完可能性について検討する上での 1 つの材料にな

ると考えられる。あくまでもイメージであるが、当該対応関係を図表３－３－１１に示す。 
 

（参考：検討の目線イメージ） 

 販売者帰属データにおいては、POS や EC は特定業種における売上データのカバー率が高いと

考えられ、当該業種における公的統計の補完に有用ではないか。 

 消費者帰属データにおいては、クレジットカードのデータカバー率（利用率）が比較的に高く、業種

横断的な観点での公的統計の補完に有用ではないか。 

 販売者帰属データにおいてはクラウド会計、消費者帰属データにおいては家計簿アプリについて

は細かい粒度での消費関連データの把握ができる可能性がある。今後、利用率が高まることで、

公的統計の補完に資するのではないか。 
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図表 ３－３－１１：各プラットフォームの業種カバー領域イメージ 

 

注：◎～×は、各セグメント（業種×データ）における、各ビッグデータのデータカバー率イメージ（◎→高、×→低） 
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イ-② 間接的であるが付加価値創出に資するプラットフォーム／プラットフォーマー整理 

売上／支出額等のデータを直接的に把握するものではないが、消費行動の分析等に用いることで

付加価値創出につながるデータのプラットフォーム／プラットフォーマーについて、以下の 3 つの観点

で整理を行った。 
 

I. 消費者属性データ及び特定領域データに係る整理 

 消費者属性データ及び特定領域データに係る主要なプラットフォームについては、図表３－３－１２に

示す整理が考えられる。 
 
 

II. 複合事例等整理 

 直接的消費行動把握用データとⅠ.の付加価値創出用データの複合事例や、Ⅰ.のデータ間の複合

事例、あるいは応用的な事例としては、以下のようなものが確認された。プラットフォーマーの例につい

ては、図表３－３－１３に示す。 
 

 複合事例 

 POS × 気象データ 

- 売上データと気象情報をもとにした、商品需要予測等 

 ID-POS × 行動履歴データ 

- 消費者属性把握に資するデータを組み合わせることで、より高精度での消費行動分析

につなげる等 

 応用事例 

 POS × 予測 

- POS データ分析から、今後の需要予測を行う等 

 
 

III. 潜在的ビッグデータ活用可能性検討 

上記Ⅰ、Ⅱ以外に、消費行動の推定等への活用可能性のある、潜在的なビッグデータがないか（プ

ラットフォーム／プラットフォーマー目線での整理では抽出していないものがないか）、図表３－３－６の

俯瞰マップ整理結果を踏まえて検討を行った。 
例えば、スマートメータ（電力・水道）、テレマティクス、衛星データ、画像データ（防犯カメラ等）の利用

などが考えられる。具体的な事例については、図表３－３－１４に示す。 
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ⅳ）まとめ 
国内を想定したサービス分野において、個人消費に関連する利用可能なビッグデータとして、どのよう

なものがあるかについて俯瞰的に整理を行うとともに、プラットフォーム／プラットフォーマーの観点で分

野別のデータ利用可能性に係る精査等を行った。 
 
＜主要なポイント＞ 

① POS や EC といった消費関連データそのもののカバー率が高いプラットフォームがある業種にお

いては、当該データの利用可能性が高いのではないか。 

② クラウド会計、クレジットカード、家計簿アプリ等の業種横断的なプラットフォームについては、①を

補完するものとしてデータ利用が有効ではないか。（プラットフォーム自体の利用率が高まれば、

その効果も高まると考えられる。） 

③ 直接的な消費行動を把握するものではないが、付加価値創出に資するプラットフォームもあり、目

的に応じてこれらデータを利用することも有効ではないか。 

 
参考までに、表３－３－４のフレームにおける各プラットフォームのポジショニングを整理すると図表３

－３－１５のようなイメージとなると考えられる。 
 

図表 ３－３－１５：各プラットフォームのポジショニングイメージ 
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（３）海外における公的統計へのビッグデータ活用動向調査 
 
ⅰ）調査概要 
英国、米国等、ビッグデータの公的統計への活用が先進的な諸外国における活用事例を調査した。ま

た、eurostat、国連等、国際機関の活動内容についても調査を行った。各事例については、ビッグデータ

活用用途・目的や、検討会議での有識者意見等を踏まえた整理・分析を行った。 
 
 
ⅱ）調査方法 
 調査方法については以下のとおり。 

 
ア．調査バウンダリの考え方 
公的統計へのビッグデータ活用動向の調査に当たっては、以下２つを基本的な調査対象範囲として

設定した。 
 

 取組が先進的な国 

 公的統計へのビッグデータ活用に関し、本調査に先行して実施されている経済産業省

の過年度調査で対象とされた国については、取組が先進的であると考えられるとともに、

取組状況・詳細情報等のアップデートも重要であると考えられる。 

 そこで、過去２ヵ年における調査で対象とされた国（図表３－３－１６）を、本調査におい

ても基本的な調査対象国として設定した。 

• 令和元年度ビッグデータを活用した新指標開発事業（短期の販売・生産動向把握）

報告書 

• 平成 30 年度ビッグデータを活用した商業動態統計調査の実施・結果検証及び新

指標開発事業報告書 
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た。 

• 活用されているビッグデータの粒度（データ集計・報告・単位等） 

• ビッグデータ活用に係る課題等（データ選択バイアスや代表性等） 

• 政府に期待される対応への言及（特に、官民連携促進に係る内容への言及） 

• 政府における専門人材育成・登用等の状況への言及 

 
 

ウ．調査フロー 
海外における、公的統計へのビッグデータ活用事例について、以下の整理を実施した。。 

 

 主要な国における事例整理 

 図表３－３－１６で特定した調査対象国における事例の収集・整理を行った。 

 各事例については、前述イ.で示した以下の観点での区分や、情報の確認を行った 

• ビッグデータ活用用途・目的での区分 

• 検討会議における意見・論点を踏まえた情報確認 

- 活用されているビッグデータの粒度（データ集計・報告・単位等） 

- ビッグデータ活用に係る課題等（データ選択バイアスや代表性等） 

 

 国際機関のプログラム並びに関連する国際会議を踏まえた事例整理 

 図表３－３－１７に示した国際機関のプログラム、並びに図表３－３－１８に示した国際

会議での講演内容（今年度講演分）について事例整理を行った。 

 各事例については、前述イ.で示した以下の観点での区分や、情報の確認を行った。 

• ビッグデータ活用用途・目的での区分 

• 検討会議における意見・論点を踏まえた情報確認 

- ビッグデータ活用に係る課題等（データ選択バイアスや代表性等） 

- 政府に期待される対応への言及（特に、官民連携促進に係る内容への言及） 

- 政府における専門人材育成・登用等の状況への言及 
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ⅲ）調査結果 
 調査結果については以下のとおり。 
 
ア．主要な国における事例整理結果 
主要な国における、公的統計へのビッグデータ活用事例について、ビッグデータ活用用途・目的区

分との関係で整理した概要を図表３－３－２０に、各事例の詳細情報を整理した結果を図表３－３－２

１に示す。 
 

 ビッグデータ活用用途・目的との関係においては、多くの事例が「EBPM への活用」及び「指数等へ

の活用」にあたる。一方、「数量ベース評価」まで直接踏み込んだ事例は非常に少ないと見られるが、

指数等への活用目的事例においても、データカバー率が非常に高く、数量ベース評価に近い領域にあ

ると考えられる事例もある。 
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イ．国際機関のプログラム並びに関連する国際会議を踏まえた事例整理 
 国際機関のプログラム並びに関連する国際会議での講演内容（今年度分）を踏まえた事例整理を行

った。具体的には、以下①～④の観点で整理を行った。 
 
 なお、国際機関のプログラムは、各国共通基盤としての基礎検討やフレームワーク構築（ルール整備

などによって個別の取組を推進するようなものなど）が中心である。プログラム下において実施されて

いる個別の取組については国際機関の公表情報からは全容を把握し難い部分もあり、本調査におい

ては各プログラムの進捗報告的要素もある国際会議での講演内容をベースに把握・整理を行った。 
 
 

イ-①. ビッグデータ活用用途・目的の観点での整理 

 本年度の国際会議の講演内容をもとに、個別の取組をビッグデータ活用用途・目的の観点で区分を

行ったところ、大半は「EBPM への活用」及び「指数等への活用」にあたるものであった。 
 「数量ベース評価」に関連する／近いと考えられるものとしては、図表３－３－２２のような事例が確

認された。 
 
 

イ-②. ビッグデータ活用に係る課題等 

 データ選択バイアスや代表性等の課題に対し、国際機関のプログラムにおける検討状況及び国際会

議での関連講演について関連する取組等があるか確認を行った。確認された事例について、図表３－

３－２３に示す。 
 
 

イ-③. 政府に期待される対応への言及 

 政府に期待される対応に関し、特に官民連携に係る言及や具体的取組状況などについて、国際会

議での講演内容に対する確認を行った。確認された事例について、図表３－３－２４に示す。 
 なお、確認された事例をパターン化すると、大まかに以下のような整理が考えられる。 

 

 体制整備 

 官民連携イニシアチブ構築 

 ガイダンス策定 

 多国間連携 

 

 政策目的と活用するビッグデータの対応関係の明確化 
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 SDGs への活用 

 Covid-19 対応への活用 

 有望なビッグデータの特定（求人データ、電力データ、AIS など） 

 
 

イ-④. 政府における専門人材育成・登用等の状況への言及 

 政府における専門人材育成・登用等に対し、国際機関のプログラムにおける取組状況及び国際会議

での関連講演について関連する取組等があるか確認を行った。確認された事例について、図表３－３

－２５に示す。 
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ⅳ）まとめ

ビッグデータの公的統計への活用が先進的な諸外国における活用事例および国際機関の活動内容に

ついて調査・分析を行った。

＜主要なポイント＞

① ビッグデータ活用用途・目的の観点では、「EBPM への活用」及び「指数等への活用」に当たる事

例が大半である。これは、活用可能な既存のビッグデータそのものの特性（速報性等）による部分

があると考えられる。

② 「数量ベース評価への活用」に当たる事例は少ない。これは、公的統計を数量的に代替できるよう

なデータカバー率を有するビッグデータが多くはないことによるものと考えられる。一方で、一部デ

ータカバー率が非常に高いと見られる事例も確認された。

③ 政府に期待される対応について、本年度開催された eurostatや国連等の国際会議での講演内容

をもとに整理したところ、大まかには以下２点が挙げられる。

 体制整備

 政策目的と活用するビッグデータの対応関係の明確化

参考までに、3.（２）の個人消費に関する利用可能なビッグデータに係る調査における「ビッグデータ

種別」の整理と、本節の「ビッグデータの公的統計への活用用途・目的」及び「海外事例」の整理結果を

対応させると、図表３－３－２６のような整理イメージとなる。
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図表 ３－３－２６：ビッグデータ種別×公的統計への活用目的×海外事例の対応整理イメージ
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（様式２）

頁 図表番号

51 図表 ２－ア－２

57 図表 ２－ア－１３

58 図表 ２－ア－１４

137 図表 ２－ウ－１

225 図表３－３－８

226 図表３－３－９

228 図表３－３－１０

232 図表３－３－１２

233 図表３－３－１３

234 図表３－３－１４

-

直接的消費行動把握用データに係る主要プラット
フォーム及びプラットフォーマーの例

直接的消費行動把握用データに係る主要プラット
フォーム及びプラットフォーマーの例（販売者帰属
データ）

直接的消費行動把握用データに係る主要プラット
フォーム及びプラットフォーマーの例（消費者帰属
データ）

二次利用未承諾リスト

委託事業名　令和２年度　ビッグデータを活用
した新指標開発事業（短期経済動向把握）

報告書の題名　令和２年度　ビッグデータ
を活用した新指標開発事業（短期経済動向
把握）報告書

受注事業者名　PwCあらた有限責任監査法人

潜在的なビッグデータの例

消費者属性データ及び特定領域データに係る主要プ
ラットフォーム及びプラットフォーマーの例

複合事例

タイトル
POSデータを活用した新たな小売販売額指標（ドラッ
グストア）

POSデータを活用した調査票への組替集計の試行結果
（ドラッグストア）

POSデータを活用した調査票への組替集計の試行結果
（ドラッグストア）

家計簿アプリデータの入力と前処理イメージ図




